
基本方針１　市町村とともに小・中学校の教育力を充実します
【基本的方向】
	1 市町村の主体的な取組みを支援するとともに、課題のある学校への重点的な支援を行い、子どもの力をしっかり伸ばす学校力の向上を図ります。
2 教育内容の充実や授業改善などへの支援をすすめ、「基礎・基本」の確実な定着と「活用する力」の向上を図り、すべての子どもにこれからの社会で求められる確かな学力をはぐくみます。

3 学校教育全体を通して、互いに高めあう人間関係づくりをすすめます。


【主な取組み】
	基本的方向
	具体的取組名（事業名）
	実施内容

	①
	中学校の学校力向上へ向けた重点支援

（スクール・エンパワーメント推進事業）
	学力向上に積極的に取り組む府内84中学校に学力向上担当教員を配置するとともに、府教育委員会に設置した「支援チーム」が学校の取組みを検証し、市町村教育委員会とともに指導・助言を行った。

	1 
	少人数学級編制の推進
（35人を基準とした少人数学級編制）
	学校生活の基礎を築くためには、きめ細やかな少人数での指導が重要であると考え、1年生は標準法による基礎定数、2年生は国加配定数を活用し、35人を基準とした少人数学級編制を実施した。


	2 
	少人数・習熟度別指導の推進
（習熟度別指導推進事業）
	児童・生徒の学習理解を促進するため、中学校、小学校3年生以上において、少人数・習熟度別指導を実施した。

	②
	授業改善への支援

（市町村研修支援プロジェクト・校内研究支援プロジェクト）
	市町村教育委員会の体系的な研修の実施を支援するため、授業づくりセミナー、ICT活用研修に府教育センターの指導主事を研修講師として派遣した。
また、府教育センター及び市町村教育委員会の指導主事並びに授業改善等の校内研究に取り組む学校の教員からなるワーキングを設置し、授業研究や校内研究の推進に取り組んだ。

	
	英語教育の充実

（使える英語プロジェクト事業）
	義務教育終了段階で、自分の考えや意見を英語で伝えられる生徒の育成をめざし、「英語を使うなにわっ子」育成プログラムを作成し、府内全小・中学校（政令市除く）に配付するとともに、地区別研修や会議を通じ、実践事例を府内の小・中学校へ周知した。

	③

【基本方針４

の再掲】
	道徳教育の推進
	小中学校については、道徳の時間の積極的な地域等への公開や道徳教育公開講
座を通じた家庭・地域との連携の推進について市町村教育委員会に指導・助言
した。

府立高校については、各校が作成する道徳教育の全体計画に基づき、学校の教
育活動全体を通じて道徳教育を推進することを周知した。

	
	人権教育の推進
	市町村教育委員会と連携し、人権教育教材集・資料を活用した研修を実施するとともに、人権教育フォーラムを実施した。

府立高校においては、共同研究校24校、共同研究員・研究協力員181人の体制により、研究交流会議やテーマ別研修会等を開催した。


【指標の点検結果】※全国学力・学習状況調査に係る指標については、当該年度の状況が次年度の結果に反映されるため、「基本計画策定時の現状値」及び「実績値」には次年度の結果を記載
	指標
	基本計画策定時の現状値
（24年度）
	目標値

（29年度）
	実績値

（25年度）
	点検結果

	○指標１

「全国学力・学習状況調査」における平均正答率
	小6
国A：61.2%（全国：62.7%）
国B：47.9%（全国：49.4%）
算A：77.1%（全国：77.2%）
算B：57.3%（全国：58.4%）

中3
国A：73.3%（全国：76.4%）

国B：63.0%（全国：67.4%）

数A：61.7%（全国：63.7%）

数B：38.8%（全国：41.5%）
（注1）
	小6
全国水準を上回る

中3
全国水準をめざす

	小6
 国A：70.7%（全国：72.9%）

国B：52.6%（全国：55.5%）

算A：77.3%（全国：78.1%）

算B：56.3%（全国：58.2%）

中3
国A：77.0%（全国：79.4%）
国B：47.2%（全国：51.0%）
数A：65.0%（全国：67.4%）
数B：56.9%（全国：59.8%）
	△
	小6
25年度実績は、全科目・区分において全国水準との差が拡大した。
中3
国語A区分及び数学B区分の25年度実績については改善が見られたが、国語B区分及び数学A区分については全国水準との差が拡大した。
※全国水準との差：全国平均正答率を1とした場合の府平均正答率の割合で算出

	○指標２

「全国学力・学習状況調査」における無解答率
	小6：8.4%（全国：8.1%）

中3：8.6%（全国：6.8%）
（注2）
	小6：全国水準を下回る

中3:全国水準をめざす
	小6：4.7%（全国：4.2%）

中3：7.0%（全国：5.5%）
	△
	25年度実績は、中3については全国水準との差が縮小したが、小6については全国水準との差が拡大した。


（注1）基本計画策定時は、24年度全国学力・学習状況調査結果を記載していたが、25年度全国学力・学習状況調査結果に修正した（以下（注2）まで同じ）。
小6…国A：80.5%（全国：81.6%）、国B：53.5%（全国：55.6%）、算A：74.2%（全国：73.3%）、算B：58.4%（全国：58.9%）
中3…国A：73.1%（全国：75.1%）、国B：59.1%（全国：63.3%）、数A：60.2%（全国：62.1%）、数B：45.9%（全国：49.3%）

（注2）小6：4.4%（全国：4.1%）、中3：7.9%（全国：6.0%）

	指標
	基本計画策定時の現状値

（24年度）
	目標値

（29年度）
	実績値

（25年度）
	点検結果

	○指標３

「家で計画的に学習する」と回答した児童・生徒の割合
	小6：49.7%（全国：58.9%）

中3：42.3%（全国：44.5%）
（注1）
	向上させる
	小6：51.1%（全国：61.0%）

中3：44.8%（全国：46.6%）
	○
	25年度実績はいずれも前年度を上回った。

	○指標４

「児童・生徒は熱意を持って勉強している」と回答した学校の割合
	小6：20.9%（全国：22.6%）

中3：13.6%（全国：19.7%）
（注2）
	向上させる
	小6：21.8%（全国：22.6%）

中3：16.3%（全国：19.4%）
	○
	25年度実績はいずれも前年度を上回った。

	○指標５

「自分には良いところがある」と回答した児童・生徒の割合
【基本方針４の再掲】
	小6：73.0%（全国：75.7%）

中3：60.2%（全国：66.4%）
（注3）
	向上させる

（全国水準をめざす）
	小6：73.6%（全国：76.1%）

中3：61.2%（全国：67.1%）
	○
	25年度実績はいずれも前年度を上回り、全国水準との差も縮小した。

	○指標６

「人の気持ちがわかる人間になりたい」と回答した児童・生徒の割合
【基本方針４の再掲】
	小6：91.7%（全国：93.0%）

中3：92.5%（全国：94.2%）

（注4）
	向上させる
	小6：93.1%（全国：94.4%）

中3：93.9%（全国：95.3%）
	○
	25年度実績はいずれも前年度を上回った。


（注1）基本計画策定時は、24年度全国学力・学習状況調査結果を記載していたが、25年度全国学力・学習状況調査結果に修正した（以下（注4）まで同じ）。
小6：49.5%（全国：58.0%）、中3：40.5%（全国：42.9%）

（注2）小6：20.8%（全国：22.4%）、中3：13.5%（全国：19.2%）

（注3）小6：72.8%（全国：76.8%）、中3：60.6%（全国：68.2%）

（注4）小6：93.1%（全国：94.1%）、中3：93.8%（全国：94.9%）

【自己評価】
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【評価審議会における審議結果】
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◆指標２　「全国学力・学習状況調査」における無解答率　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	　
	20年度
	21年度
	22年度
	24年度
	25年度
	26年度

	
	大阪
	全国
	差
	大阪
	全国
	差
	大阪
	全国
	差
	大阪
	全国
	差
	大阪
	全国
	差
	大阪
	全国
	差

	小学校国語
	A区分
	12.5 
	10.9 
	1.6 
	10.2 
	9.9 
	0.3
	2.8 
	2.6 
	0.2 
	3.4 
	3.0 
	0.4 
	11.2 
	10.7 
	0.5 
	2.6
	2.3
	0.3

	
	B区分
	14.3 
	12.3 
	2.0 
	12.9 
	12.1 
	0.8
	5.0 
	4.2 
	0.8 
	7.3 
	6.6 
	0.7 
	14.4 
	13.6 
	0.8 
	10.4
	9.2
	1.2

	小学校算数
	A区分
	3.2 
	3.0 
	0.2 
	2.2 
	2.1 
	0.1
	2.6 
	2.4 
	0.2 
	2.2 
	2.3 
	-0.1 
	1.7 
	1.7 
	0.0 
	1.0
	0.9
	0.1

	
	B区分
	7.1 
	6.0 
	1.1 
	6.9 
	6.2 
	0.7
	7.0 
	6.2 
	0.8 
	4.7 
	4.6
	0.1 
	6.4 
	6.3 
	0.1 
	4.6
	4.3
	0.3

	中学校国語
	A区分
	5.2 
	3.8 
	1.4 
	4.8 
	3.3 
	1.5
	3.8 
	2.7 
	1.1 
	4.5 
	3.5 
	1.0 
	3.2 
	2.4 
	0.8 
	3.9
	3.1
	0.8

	
	B区分
	12.9 
	8.7 
	4.2 
	9.0 
	5.6 
	3.4
	9.8 
	6.8 
	3.0 
	7.3 
	4.8 
	2.5 
	4.3 
	2.8 
	1.5 
	4.9
	3.5
	1.4

	中学校数学
	A区分
	8.7 
	6.6 
	2.1 
	6.9 
	5.1 
	1.8
	8.0 
	6.3 
	1.7 
	3.6 
	2.7 
	0.9 
	6.5 
	5.3
	1.2
	5.6
	4.3
	1.3

	
	B区分
	17.4 
	13.4 
	4.0 
	13.0 
	9.7 
	3.3
	24.8 
	19.3 
	5.5 
	16.1 
	13.1 
	3.0 
	20.4 
	16.7 
	3.7 
	13.4
	10.9
	2.5


　

校種・教科・区分別　無解答率　対全国差経年比較
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◆指標３「家で計画的に学習する」と回答した児童・生徒の割合
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◆指標４「児童・生徒は熱意を持って勉強している」と回答した学校の割合
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◆指標５　「自分には良いところがある」と回答した児童・生徒の割合（基本方針４指標27の再掲）
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◆指標６　「人の気持ちがわかる人間になりたい」と回答した児童・生徒の割合（基本方針４指標28の再掲）
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基本方針２　公私の切磋琢磨により高校の教育力を向上させます（１）公私が力を合わせて高校の教育力向上をすすめます
【基本的方向】
	1 就学セーフティネットの観点から、意欲あるすべての子どもが高校教育を受けることができるよう、公私あわせて高校への就学機会を確保します。
2 公私ともに学校情報についての公表・公開をすすめ、生徒が十分な情報のもとで自らの入りたい学校を主体的に選択できる環境づくりをすすめます。
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グローバル社会で活躍できる人材や、厳しい雇用環境の中にあって社会で活躍できる人材を育成するため、公私が切磋琢磨しつつ共同での取組みを
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【主な取組み】
	基本的方向
	具体的取組名（事業名）
	実施内容

	①
	高校の授業料無償化
（公立高等学校授業料無償化の実施、私立高等学校等授業料支援補助金）
	公立高等学校については授業料不徴収制度を実施するとともに、私立高校等については授業料無償化制度を実施した。

	1 
	奨学金制度の運営・運用
（公益財団法人大阪府育英会における奨学金事業）
	（公財）大阪府育英会における奨学金事業について、中学生や教職員に対して制度を周知するとともに、給付型奨学金の事業資金の確保のため寄附金を募集した。

	②
	府立高校における広報活動の充実
（広報強化推進事業）
	各府立高校において、学校説明会を実施するとともに、府教育委員会では、
大阪府内全ての公立高校を集めた進学フェアを開催した。

	2 
	府立高校における広報活動の充実
（「公立高校ガイド」の作成）

（高校入試情報提供事業）
	府内全公立高校の情報を掲載した「公立高校ガイド」を府内全中学3年生に

配付するとともに、学校情報をwebで検索できる「大阪府公立高等学校・支
援学校検索ナビ（咲くなび）」の運用を開始した。

	3 
	私立学校における学校情報の公表・公開

【基本方針７の再掲】
	情報を公表していない学校については、経常費補助金を減額して配分した。

	③
	英語コミュニケーション能力の育成

（使える英語プロジェクト事業）
	研究校24校に外国人指導助手を配置し、公開研究授業などを実施するととも
に、研究校以外の学校も対象に含め、Advanced Classの設置、生徒の海外研
修支援、英語科教員を対象とした研修などを実施した。

	4 
	キャリア教育の充実

（「実践的キャリア教育・職業教育」支援事業）
	高校生の就職内定率の上昇、進路未定者の減少を図るため、推進校72校（府立58校、私立14校）が専門学校や企業、外部人材と連携して、生徒のニーズに応じた実践的なキャリア教育・職業教育プログラムを実施した。
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【指標の点検結果】
	指標
	基本計画策定時の現状値

（24年度）
	目標値

（29年度）
	実績値

（25年度）
	点検結果

	○指標７

昼間の高校への進学率
	93.1%（25年度選抜）

（注1）
	計画進学率をめざす（93.9%）
	92.9%（26年度選抜）
	△
	25年度実績は前年度を0.2ポイント下回った。

	○指標８

学校情報の公表状況
	府立高校

財務情報100%
学校教育自己診断83.8%
学校協議会87.0%（注2）
	いずれについても100%をめざす
	府立高校

財務情報100%
学校教育自己診断83.1% 

学校協議会90.9%
	△
	25年度実績は、学校協議会は前年度を3.9ポイント上回ったが、学校教育自己診断は前年度を0.7ポイント下回った。

	
	私立高校：財務情報　78.1%
自己評価　74.0%
学校関係者評価　49.0%（注3）
	いずれについても100%をめざす
	－

※25年度実績は26年秋以降に
公表予定
	－
	－

	○指標９

府立高校3年生のうち英検準2級相当以上の割合
	25.8%
	30%をめざす
	28.2%
	○
	25年度実績は前年度を2.4ポイント上回った。

	○指標10

英検準1級、TOEFL550点、TOEIC730点以上を保有する府立高校の英語教員の割合
	42.5%
	60%をめざす
	43.3%
	△
	25年度実績は前年度を0.8ポイント上回ったものの、ほぼ横ばいになっている。

	○指標11

公立・私立高校卒業者の就職率（就職者の就職希望者に対する割合）
	93.3%
（全国：95.8%）（注4）
	全国水準をめざす
	93.0%
（全国：96.6%）
	△
	25年度実績は前年度を0.3ポイント下回り、全国水準との差も2.5ポイントから3.6ポイントに拡大した。


（注1）基本計画策定時は23年度実績（24年度選抜93.4%）を記載していたが、24年度実績（25年度選抜）に修正した。

（注2）基本計画策定時は23年度実績（財務情報100%、学校教育自己診断70.7%、学校協議会50.3%）を記載していたが、24年度実績に修正した。
（注2）基本計画策定時は23年度実績（財務情報62.5%、自己評価62.5%、学校関係者評価34.4%）を記載していたが、24年度実績に修正した。

（注4）基本計画策定時は23年度実績（90.5%（全国：94.8%））を記載していたが、24年度実績に修正した。

【自己評価】
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【評価審議会における審議結果】
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（参考）

◆指標７　昼間の高校への進学率
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◆指標８　学校情報の公表状況

　府立高校における学校情報の公表状況


　　




　　　　　



基本方針２　公私の切磋琢磨により高校の教育力を向上させます（２）活力あふれる府立高校づくりをすすめます
【基本的方向】
	1 グローバル社会で活躍できる人材の育成やセーフティネットの整備など社会の変化やニーズを踏まえた府立高校の充実をすすめます。
2 キャリア教育や不登校・中途退学への対応など生徒一人ひとりの自立を支える教育を充実します。
3 計画的な施設整備やICT環境の充実により、府立高校の教育環境の整備をすすめます。
4 府立高校の新たな特色に応じて、中学生にとってより一層公平でわかりやすい入学者選抜制度とします。
5 各校の教育内容の充実を図るとともに、将来の生徒数等を勘案した効果的かつ効率的な学校配置をすすめます。


【主な取組み】
	基本的方向
	具体的取組名（事業名）
	実施内容

	①
	グローバルリーダーズハイスクール（GLHS）の充実
（さらなる特色づくり推進事業）
	GLHS10校共同で、学習合宿や進学講習、学力共通診断テスト、海外派遣研修などを実施した。
また、10校の3年間の取組みのパフォーマンスを評価するとともに、再指定制度を構築した。

	5 
	工科高校の充実
（実業教育充実事業）
	老朽化や安全性を考慮し、設備を更新するとともに、産業界からのニーズや新学習指導要領に対応した設備を導入した。
また、26年4月から各校が人材育成の重点化を図ることとし、「大学との連携」、「資格取得」、「地域企業との連携」についてそれぞれ３校の指定を行った。

	6 
	生徒の「学び直し」等を支援する新たな学校の設置
（エンパワメントスクールの設置）
	学習面でつまずいている生徒に対し、「学び直し」と「自立」を支援するための新たなタイプの学校として、エンパワメントスクール3校（西成高校、長吉高校、箕面東高校）の設置（27年4月開校予定）を決定した。

	②
	不登校の減少・中途退学防止の取組み
	中退率の高い33校に中退防止コーディネーターを配置し、中高連携や校内組織
体制づくりを推進するとともに、全府立高校が参加する中退防止フォーラムを
開催し、中退防止に効果をあげている学校の取組みを共有化した。

	
	障がいのある生徒の高校生活をサポートするための人材の配置
（障がいのある生徒の高校生活支援事業）
	障がいのある生徒の心身のケアや支援などを行うため、全ての府立高校にエキスパート支援員としてスクールカウンセラーを配置した。
また、生徒一人ひとりの障がいの状況に応じた学校生活支援を行うため、学習
支援員及び介助員を配置した。

	③

【基本方針７及び基本方針８の再掲】
	公立学校施設の耐震性能向上・大規模改修

（耐震性能向上・大規模改造事業）
	48校で耐震大規模改修工事を実施するとともに、非構造部材の耐震化については、全校で屋内運動場等の設置者点検（委託業者による点検）やロッカー等物品の転倒対策を実施した。

	
	府立学校の老朽化対策と空調設備等の整備推進

（府立学校老朽化対策事業）

（特別教室空気調節設備整備事業等）
	今後の府立学校の施設整備計画策定に向けて、各建設年度から抽出した校舎の老朽度調査を実施するとともに、特別教室への空調機の設置やトイレ改修、エレベータ設置などを実施した。

	
	府立学校のICTネットワークの統合

（府立学校教育ICT化推進事業）
	26年４月の本格稼働に向け、教職員ネットワークと校内イントラネットを統合し、府立学校統合ICTネットワーク上での校務処理システムを稼働した。

	④
	入学者選抜の調査書における目標に準拠した評価（絶対評価）の導入
	調査書における目標に準拠した評価（絶対評価）を導入するにあたり、事務局
内に「調査書の改善に関する検討会議」を設置し、市町村教育委員会、公立中
学校長、府立高等学校長の代表等と調査書の取扱いや評価項目等について議論
し、意見をとりまとめた。

	⑤
	府立高校の再編整備の計画的な推進
（府立高等学校再編整備事業）
	25年11月に「大阪府立高等学校・大阪市立高等学校再編整備計画」を策定するとともに、エンパワメントスクール3校の設置、普通科総合選択制4校の改編（エンパワメントスクールへの改編を含む）を決定した。


【指標の点検結果】
	指標
	基本計画策定時の現状値
（24年度）
	目標値
（29年度）
	実績値
（25年度）
	点検結果

	○指標12
学校教育自己診断における生徒の学校生活満足度
	70%を上回った学校110校
（対象校170校の64.7%）
	全府立学校で70%以上をめざす（注1）
	70%を上回った学校123校
（対象校173校の71.1%）
	○
	25年度実績は前年度を6.4ポイント上回った。

	○指標13
府立高校卒業者の就職率（就職者の就職希望者に対する割合）
	93.2%
（全国：95.8%）（注2）
	全国水準をめざす
	92.3%
（全国：96.6%）
	△
	25年度実績は前年度を0.9ポイント下回り、全国水準との差も2.6ポイントから4.3ポイントに拡大した。

	○指標14
府立高校全日制課程の生徒の中退率
	1.8%
（全国：1.0%）（注3）
	全国水準をめざす
	－
※25年度実績は26年秋以降に
公表予定
	－
	－

	○指標15
進路実現率（注4）
	グローバルリーダーズハイスクールにおける大学進学率
現役進学率：60.6%
	グローバルリーダーズハイスクールにおける現役での大学進学率を向上させる
	グローバルリーダーズハイスクールにおける大学進学率
現役進学率：62.7%
	○
	25年度実績は前年度を2.1
ポイント上回った。

	
	工科高校における高度職業資格取得者数（注5）150人
	工科高校における高度職業資格取得者数について300人をめざす
	工科高校における高度職業資格取得者数216人
	
	25年度実績は前年度より66
人増加した。


（注1） 一部の支援学校については児童・生徒の状況を踏まえて診断項目を設定しているため、学校生活満足度を測る項目についての調査を実施していないことから、「全府立学校」には一部支援学校を含まない。
（注2） 基本計画策定時は23年度実績（90.0%（全国：94.8%））を記載していたが、24年度実績に修正した。
（注3） 基本計画策定時は23年度実績（1.7%（全国：1.1%））を記載していたが、24年度実績に修正した。
（注4） 基本計画策定時は23年度実績（グローバルリーダーズハイスクールにおける大学進学率　現役進学率61.4%、工科高校における高度職業資格取得者数173人）を記載していたが、24年度実績に修正した。
（注5） 「高度職業資格取得者」とは、旋盤など技能士検定（国家検定）等の取得者を示す。
【自己評価】

　

　
【評価審議会における審議結果】

（参考）
◆指標13　府立高校卒業者の就職率（就職者の就職希望者に対する割合）



◆指標14　中退率（府立高校全日制）　　　　　　　　　　　　　◆指標15　グローバルリーダーズハイスクール（GLHS）における
大学進学率（現役進学率）
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基本方針２　公私の切磋琢磨により高校の教育力を向上させます（３)特色・魅力ある私立高校づくりを支援します
【基本的方向】
	1 家庭の経済的事情にかかわらず、自らの希望や能力に応じて自由に学校選択できる機会を提供するため、私立高校生等に対する授業料無償化制度を実施します。あわせて、効果検証を行い、今後の制度検討を行います。
2 私立高校が、それぞれの建学の精神に基づき、社会の変化や府民の教育ニーズに対応した特色・魅力ある教育を行えるよう、私学教育の振興を図るとともに、公私がより共通の土俵で競い合える環境づくりに努めます。


【主な取組み】
	基本的方向
	具体的取組名（事業名）
	実施内容

	①
	私立高校生等に対する授業料の支援

（私立高等学校等授業料支援補助金）
	授業料無償化制度を実施した。

	②
	優れた取組みを実践する学校に対する支援

（学校経営推進事業）
	優れた取組みを実践する学校に対する支援として、大阪の教育課題として府
が指定する項目に対し、PDCAサイクルによる高い効果が見込まれる事業計画
を提案する私立高校２校に支援した。

	
	生徒・保護者の学校選択肢の一層の充実

（私立学校の設置認可）
	株式会社立の通信制高校を設置認可した。


【指標の点検結果】
	指標
	基本計画策定時の現状値

（24年度）
	目標値

（29年度）
	実績値

（25年度）
	点検結果

	○指標16

私立高校に対する生徒・保護者の満足度
	72.7%

（注1）
	向上させる
	73.3%
	○
	25年度実績は前年度を0.6ポイント上回った。

	○指標17

私立高校の教員が信頼できると答えた生徒の割合
	67.0%

（注2）
	向上させる
	71.0%
	○
	25年度実績は前年度を４ポイント上回った。

	○指標18

私立高校全日制課程の生徒の中退率
	1.5%
（全国：1.5%）
（注3）
	全国水準をめざす
	－

※25年度実績は26年秋以降に
公表予定
	－
	－

	○指標19

私立高校卒業者（全日制）の大学進学率
	71.9%
（注4）
	向上させる
	－
※25年度実績は26年秋以降に
公表予定
	－
	－

	○指標20

私立高校卒業者の就職率（就職者の就職希望者に対する割合）
	92.1%
（全国：93.9%）

（注5）
	全国水準をめざす
	90.4%

（全国：95.2%）
	△
	25年度実績は前年度を1.7ポイント下回り、全国水準との差も1.8ポイントから4.8ポイントに拡大した。


（注1）基本計画策定時は23年度実績（75.6%）を記載していたが、24年度実績に修正した。

（注2）基本計画策定時は23年度実績（70.4%）を記載していたが、24年度実績に修正した。

（注3）基本計画策定時は23年度実績（1.8%（全国：1.6%））を記載していたが、24年度実績に修正した。

（注4）基本計画策定時は23年度実績（71.6%　※ただし策定時は73.2%と記載）を記載していたが、24年度実績に修正した。

（注5）基本計画策定時は23年度実績（90.2%（全国：92.8　ただし策定時は94.8%と記載））を記載していたが、24年度実績に修正した。
【自己評価】

【評価審議会における審議結果】

（参考）
◆指標18　中退率（私立高校全日制）



基本方針３　障がいのある子ども一人ひとりの自立を支援します
【基本的方向】
	① 「ともに学び、ともに育つ」教育をさらに推進し、支援を必要とする幼児・児童・生徒の増加や多様化に対応した教育環境の整備をすすめます。
②　障がいのある子どもの自立と社会参加の促進に向け、関係機関と連携し、就労をはじめとした支援体制を充実します。
③　｢個別の教育支援計画｣や｢個別の指導計画｣の活用を促進し、幼・小・中・高の発達段階の連続性を大切にした一人ひとりの教育的ニーズに応じた支援を充実します。
④　関係部局が連携し、発達障がいのある子どもへの一貫した支援を充実します。
⑤　私立学校における障がいのある子どもが安心して学べる学校づくりの支援に努めます。


【主な取組み】
	基本的方向
	具体的取組名（事業名）
	実施内容

	①
	府立支援学校の教育環境の整備
（府立知的障がい支援学校新校整備事業）
	25年4月に豊能・三島地域で摂津支援学校を開校。また、泉北・泉南地域については25年度で新校整備を完了した（26年４月１日に泉南支援学校を開校）。さらに、北河内地域及び中河内・南河内地域については工事に着手した。

	7 
	自立支援推進校、共生推進校の充実
（知的障がいのある生徒の教育環境整備事業）
	とりかい高等支援学校の共生推進教室を府立北摂つばさ高等学校に設置した（25年度現在　自立支援推進校9校、共生推進校5校）。

	②
	職業学科を設置する知的障がい高等支援学校の計画的な整備と就労支援体制の構築
（府立知的障がい支援学校新校整備事業）
	25年4月に豊能・三島地域でとりかい高等支援学校を開校するとともに、泉北・
泉南地域については25年度で整備を完了。さらに、北河内地域については、工
事に着手した。
また、学校や関係機関が企業を訪問し、生徒の職場実習先や雇用先の確保に取
り組んだ。

	③
	府立支援学校におけるセンター的機能の発揮
（支援教育地域支援整備事業）
	教員の特別支援学校教諭二種免許状取得を目的に、免許法認定講習を実施した。
また、地域の障がいのある子どもの支援の充実に向けて、支援学校での地域支
援室の整備を進めるとともに、リーディングスタッフを配置し、巡回相談や来
校相談等を行った。

	8 
	「個別の教育支援計画」の作成と活用促進
	障がいのある幼児児童生徒一人ひとりのニーズに応じたきめ細かな指導や一貫
した支援の充実に向け、「個別の教育支援計画」の作成・活用の促進を図った。

	④
	通常の学級に在籍する発達障がい等のある児童・生徒等への支援
（通常の学級における発達障がい等支援事業）
（高等学校における発達障がい等支援事業）
	小・中学校において、発達障がいのある子どもを含めたすべての子どもにとっ
て、「わかる・できる」授業づくり・学級集団づくりを行うため、アドバイザリ
ースタッフを18校園に派遣し、授業・保育について指導助言を行った。
高校においては、府立高校のうち4校を研究校として指定し、発達障がい等の
ある生徒の状況把握のための手法について研究を行い、その成果を支援教育推
進フォーラムで報告した。

	⑤
【基本方針10の再掲】
	私立幼稚園における支援教育の充実に向けた取組みの支援
（私立幼稚園教諭を対象とする研修機会の拡大）
	私立幼稚園教諭が受講できる研修機会の拡大とともに、府教育センターや支援学
校主催の研修会に関する情報を私立幼稚園に提供した。

	
	障がいのある生徒の高校生活支援
（障がいのある生徒等の高校生活支援事業）
	障がいのある生徒が安心して通える学校づくりを支援するため、介助員や学習支
援員を配置する私立学校5校を支援した。


【指標の点検結果】
	指標
	基本計画策定時の現状値
（24年度）
	目標値
（29年度）
	実績値
（25年度）
	点検結果

	○指標21
知的障がい支援学校高等部卒業生の就職率
	26.2%（注1）
	35%をめざす
	26.3%
	△
	25年度実績は前年度を0.1ポイント上回った。

	○指標22
府立支援学校高等部卒業生の就職希望者の就職率
	95.9%（注2）
	100%をめざす
	99.6%
	○
	25年度実績は前年度を3.7ポイント上回った。

	○指標23
小・中学校の通常の学級に在籍する障がいのある児童・生徒に対する「個別の教育支援計画」の作成に取り組む学校の割合
	69.8%
	100%をめざす
	75.0%
	○
	25年度実績は前年度を5.2ポイント上回った。


（注1）基本計画策定時は23年度実績（24.3%）を記載していたが、24年度実績に修正した。
（注2）基本計画策定時は23年度実績（94.0%）を記載していたが、24年度実績に修正した。
【自己評価】

【評価審議会における審議結果】

（参考）
◆指標21　知的障がい支援学校高等部卒業生の就職率　　　　　　　◆指標23 小・中学校の通常の学級に在籍する障がいのある
児童・生徒に対する「個別の教育支援計画」の作成に
取り組む学校の割合
　　　　　

　　　　　　　　
◆「通学バスの片道乗車時間が60分を超える　　　　　　　　　　　◆特別支援学校教諭免許保有率
　児童生徒」の割合
　　
　　　　　　　　　

基本方針４　子どもたちの豊かでたくましい人間性をはぐくみます

【基本的方向】
	①　小・中・高一貫したキャリア教育を推進するとともに、地域と連携した体験活動や読書活動を充実し、粘り強くチャレンジする力をはぐくむ教育を充実します。
②　歴史や芸術・文化・学術等に関する教育を推進し、郷土への誇りや伝統・文化を尊重する心をはぐくみます。
③　民主主義をはじめとした社会のしくみについての教育を推進し、社会の一員として参画し貢献する意識や公共の精神を醸成します。
④　社会のルールを守り、違いを認め合い人を思いやる豊かな人間性をはぐくむ人権教育・道徳教育を推進します。
⑤　子ども自身の問題解決能力をはぐくむとともに、関係機関との連携や支援チームの活用等により、いじめや不登校等の生徒指導上の課題解決に向けた対応を強化します。

⑥　教員研修の実施など校内の指導体制を強化し、体罰等の防止に取り組みます。


【主な取組み】
	基本的方向
	具体的取組名（事業名）
	実施内容

	①
	キャリア教育の推進
（児童生徒の発達段階に応じたキャリア教育プログラムの推進）
	公立小・中学校において、研修を通じて「大阪府キャリア教育プログラム」の周知・普及に努め、中学校区におけるキャリア教育全体指導計画の作成を促進した。

	9 
	キャリア教育の推進
（「志（こころざし）学」の実施）
	府立高校においては、「志（こころざし）学」を実施し、その取組みについて、実践発表やパネルディスカッションを通じて普及した。

	10 
	子どもの発達段階に応じた読書環境の充実
（就学前読書活動フォーラム）

（公立図書館と学校との合同研修）
	就学前段階においては、保育所や幼稚園、図書館等の教職員及びボランティアなど子どもの読書支援に携わる人を対象に、就学前の読書の重要性について、保護者の理解を促進するためのフォーラムを実施した。

学校教育段階においては、公立図書館と学校との合同研修や公立図書館の子どもの読書活動担当者会を開催した。また、子どもの読書活動支援員を養成する講座を実施した。

	②
	近現代史をはじめとした歴史に関する教育の実施
	大阪府教育課程協議会において、領土に関する資料などを提示し、府立高校全校へ周知した。

また、大阪府教育センター研究フォーラムにおいて、『領土問題を考える』座談会の実践報告や「志（こころざし）学」における実践に関するパネルディスカッションを行った。

	11 
	歴史・文化にふれる機会の拡大

（府立博物館等の活用）
	弥生文化博物館や近つ飛鳥博物館等において出前授業の広報活動を強化するとともに、小・中学校の校外授業の受け入れや小・中学校の教員を対象とした研修を実施した。

	③
	民主主義など社会の仕組みに関する教育の推進
	小中学校については、市町村教育委員会の指導主事研修会において、冊子「夢
や志をはぐくむ教育」の活用を促した。

府立高校については、大阪府教育課程協議会において、民主主義・社会の仕組
みに関する授業実践の内容を周知した。

	④
	道徳教育の推進
	小中学校については、道徳の時間の積極的な地域等への公開や道徳教育公開講
座を通じた家庭・地域との連携の推進について市町村教育委員会に指導・助言
した。

府立高校については、各校が作成する道徳教育の全体計画に基づき、学校の教
育活動全体を通じて道徳教育を推進することを周知した。

	12 
	人権教育の推進
	市町村教育委員会と連携し、人権教育教材集・資料を活用した研修を実施する
とともに、人権教育フォーラムを実施した。

府立高校においては、共同研究校24校、共同研究員・研究協力員181人の体制
より、研究交流会議やテーマ別研修会等を開催した。

	⑤
	いじめ解決に向けた総合的な取組みの推進
（いじめ対策支援事業）
（児童生徒支援総合対策事業）
	いじめをはじめとする問題行動への対応として、市町村教育委員会に対して、
府教育委員会作成の「5つのレベルに応じた問題行動への対応チャート」の積
極的な活用を働きかけるとともに、子どもの命にかかわる緊急かつ重篤な事案
や、学校や市町村教育委員会だけでは解決が困難な事例に対し、支援チームを
派遣した。

	13 
	児童・生徒等に対する学校相談体制の充実
（スクールカウンセラー配置事業）

（スクールソーシャルワーカー配置事業）
	府内全中学校へスクールカウンセラーを配置し、児童・生徒の悩みや不安を受け止め的確な支援が行えるよう教育相談体制の充実を図った。

市町村教育委員会（政令・中核市を除く）へスクールソーシャルワーカーを派遣し、児童生徒の環境改善に向けた福祉機関との連携の充実を推進した。

	⑥
	運動部活動指導者の資質向上
（運動部活動等指導充実事業）
	全公立学校及び府内私立学校の運動部活動顧問等を対象に、弁護士や実績のあ
る指導者を招き、体罰によらない指導方法に関する研修を実施した。

	14 
	体罰等に関する相談体制の整備
（生徒アンケートの実施）

（被害者救済システム運用事業）
	府立学校においてアンケートを２回実施し、体罰の早期発見に努めた。また、
「被害者救済システム」を引き続き設置・活用した。


【指標の点検結果】※全国学力・学習状況調査に係る指標については、当該年度の状況が次年度の結果に反映されるため、「基本計画策定時の現状値」及び「実績値」には次年度の結果を記載
	指標
	基本計画策定時の現状値

（24年度）
	目標値

（29年度）
	実績値

（25年度）
	点検結果

	○指標24

「将来の夢や目標を持っている」児童・生徒の割合
	小6：86.3%（全国：87.7%）

中3：71.1%（全国：73.5%）
（注1）
	向上させる
	小6：85.2%（全国：86.7%）

中3：68.9%（全国：71.4%）
	△
	25年度実績は、いずれも前年度を下回った。

	○指標25

「ものごとを最後までやりとげたことがある」児童・生徒の割合
	小6：93.6%（全国：94.3%）
中3：92.0%（全国：93.7%）

（注2）
	向上させる
	小6：93.6%（全国：94.4%）

中3：92.5%（全国：93.9%）
	○
	25年度実績は、中3については前年度を上回り、小6についても前年度水準を維持した。

	○指標26

「読書が好き」な児童・生徒の割合
	小6：45.8%（全国：47.8%）

中3：38.0%（全国：46.2%）
（注3）
	向上させる

（全国水準をめざす）
	小6：47.1%（全国：48.9%）

中3：37.7%（全国：45.9%）
	△
	25年度実績は、小6については前年度を上回り、全国水準との差も縮小したが、中3については前年度を下回り、全国水準との差も縮小しなかった。

	○指標27

「自分には良いところがある」と回答した児童・生徒の割合
	小6：73.0%（全国：75.7%）

中3：60.2%（全国：66.4%）
（注4）
	向上させる

（全国水準をめざす）
	小6：73.6%（全国：76.1%）

中3：61.2%（全国：67.1%）
	○
	25年度実績は、いずれも前年度を上回り、全国水準との差も縮小した。


（注1）基本計画策定時は、24年度全国学力・学習状況調査結果（小6：85.6%（全国：86.7%）、中3：70.7%（全国：73.2%））を記載していたが、25年度全国学力・学習状況調査結果を記載した。

（以下、（注4）まで同じ）。

（注2）小6：94.0%（全国：94.5%）、中3：91.2%（全国：93.2%）

（注3）小6：44.8%（全国：47.7%）、中3：37.0%（全国：45.0%）

（注4）小6：72.8%（全国：76.8%）、中3：60.6%（全国：68.2%）

	指標
	基本計画策定時の現状値

（24年度）
	目標値

（29年度）
	実績値

（25年度）
	点検結果

	○指標28

「人の気持ちがわかる人間になりたい」と回答した児童・生徒の割合
	小6：91.7%（全国：93.0%）
中3：92.5%（全国：94.2%）
（注1）
	向上させる
	小6：93.1%（全国：94.4%）

中3：93.9%（全国：95.3%）
	○
	25年度実績は、いずれも前年度を上回った。

	○指標29

「学校のきまりを守っている」児童・生徒の割合
	小6：85.3%（全国：90.6%）

中3：89.1%（全国：92.5%）

（注2）
	向上させる
	小6：85.4%（全国：90.5%）

中3：90.5%（全国：93.0%）
	○
	25年度実績は、いずれも前年度を上回った。

	○指標30

「近所の人に会ったときは、あいさつをしている」児童・生徒の割合
	小6：87.5%（全国：91.8%）

中3：84.4%（全国：87.1%）

（注3）
	90%以上をめざす
	－

※26年度全国学力・学習状況調査児童生徒質問紙から当該質問事項が削除
	－
	－

	○指標31

「高校・高等部での学習を通して『自分を大切にする』気持ちが高まった」と回答した府立学校生の割合
	57.0%

（注4）
	向上させる
	58.9%
	○
	25年度実績は前年度を1.9ポイント上回った。

	○指標32

「高校・高等部での学習を通して『人間関係』の大切さを学んだ」と回答した府立学校生の割合
	80.6%

（注5）
	向上させる
	83.5%
	○
	25年度実績は前年度を2.9ポイント上回った。

	○指標33

「悩みや心配ごとがあるとき、相談する相手がいない」と回答した府立学校生の割合
	9.2%

（注6）
	減少させる
	8.5%
	○
	25年度実績は前年度より0.7ポイント改善した。


（注1）基本計画策定時は、24年度全国学力・学習状況調査結果を記載していたが、25年度全国学力・学習状況調査結果を記載した。（以下、（注6）まで同じ）。
小6：93.1%（全国：94.1%）、中3：93.8%（全国：94.9%）

（注2）小6：86.6%（全国：91.3%）、中3：89.7%（全国：92.3%）

（注3）小6：88.4%（全国：91.1%）、中3：86.5%（全国：87.3%）
（注4）基本計画策定時は23年度実績（57%）を記載していたが、24年度実績に修正した。

（注5）基本計画策定時は23年度実績（80%）を記載していたが、24年度実績に修正した。
（注6）基本計画策定時は23年度実績（8%）を記載していたが、24年度実績に修正した。
	指標
	基本計画策定時の現状値

（24年度）
	目標値

（29年度）
	実績値

（25年度）
	点検結果

	○指標34

暴力行為の発生件数の千人率
	小： 2.4件（全国： 1.2件）

中：29.9件（全国：11.3件）

（注1）
	全国水準以下をめざす
	－

※25年度実績は10月公表予定
	－
	－

	○指標35

不登校児童・生徒数の千人率
	小： 3.3人（全国： 3.2人）

中：31.1人（全国：27.0人）

（注2）
	全国水準以下をめざす
	－

※25年度実績は10月公表予定
	－
	－

	○指標36

いじめの解消率
	小：89.6%（全国：90.9%）

中：86.2%（全国：86.7%）

（注3）
	100%をめざす
	－

※25年度実績は10月公表予定
	－
	－


（注1）基本計画策定時は23年度実績（小：1.8件（全国：1.0件）、中：26.1件（全国：11.5件））を記載していたが、24年度実績に修正した。

（注2）基本計画策定時は23年度実績（小：3.2人（全国：3.3人）、中：30.7人（全国：25.5人））を記載していたが、24年度実績に修正した。

（注3）基本計画策定時は23年度実績（小：71.9%（全国：82.9%）、中：79.9%（全国：79.1%））を記載していたが、24年度実績に修正した。

【自己評価】

　


【評価審議会における審議結果】


（参考）

◆指標24　「将来の夢や目標を持っている」児童・生徒の割合
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◆指標25　「ものごとを最後までやりとげたことがある」児童・生徒の割合

[image: image11.emf]小学校

府

93.1

府

90.7

府

94.0

府

93.6

府

93.6

国

94.1

国

94.5

国

94.3

国

94.4

50

60

70

80

90

100

22.4 23.6 24.4 25.4 26.4



 EMBED MSGraph.Chart.8 \s [image: image12.emf]中学校

府

90.5

府

86.4

府

91.2

府

92.0

府

92.5

国

92.7

国

93.2

国

93.7

国

93.9

50

60

70

80

90

100

22.4 23.6 24.4 25.4 26.4


◆指標26　「読書が好き」な児童・生徒の割合
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◆指標27「自分には良いところがある」と回答した児童・生徒の割合
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◆指標28　「人の気持ちがわかる人間になりたい」と回答した児童・生徒の割合
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◆指標29「学校のきまりを守っている」児童・生徒の割合
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◆指標34　暴力行為の発生件数の千人率【22年度の全国の数値は東日本大震災の影響により回答不能であった学校等は含まれていない。いじめ・不登校も同様】
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◆指標35　不登校児童・生徒数の千人率
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◆指標36　いじめの解消率
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基本方針５　子どもたちの健やかな体をはぐくみます
【基本的方向】
	①　PDCAサイクルに基づく学校における体育活動の活性化や、地域・家庭におけるスポーツ活動に親しむ機会の充実により、児童・生徒の運動習慣をはぐくみます。

②　学校における食に関する指導や学校保健活動等を充実するとともに、地域や家庭と連携して子どもの生活習慣の定着を通した健康づくりをすすめます。


【主な取組み】
	基本的方向
	具体的取組名（事業名）
	実施内容

	①
	体力づくりに関するPDCAサイクルの確立

（学校における体育活動の活性化）
	市町村教育委員会に対し、体力づくり推進計画のひな形及び記入例を示すなど、各学校における推進計画の作成を支援した。

	15 
	体力づくりに向けた取組みへの支援

（スポーツ指導・体力向上支援推進事業

（子ども元気アッププロジェクト事業））
	体力づくりに向けた重点課題を定め、それに沿った種目の実施を奨励し、その成果を発表するため、「なわとび」「ドッジボール」「長距離走」によるスポーツ大会を開催した。

	16 
	運動部活動の活性化

（社会人等活用推進事業）
	部活動の活性化を図るため、優れた技能や専門的知識を有する社会人を、外部指導者として府立高校へ派遣した。

	
	運動習慣の確立支援（ツール開発）

（楽しく体を動かすことができる運動ツールの開発）
	運動する機会の少ない子どもや、運動が苦手な子どもが楽しく体を動かすことができるような運動ツールの開発に向け、「大阪ダンス体操（仮称）作成委員会議」を設置し、協議、意見交換を行った。

	②
	中学校給食の導入促進と栄養教諭を中核とした「食に関する指導」の充実
（中学校給食導入促進事業）

（学校教育活動全体を通した食に関する指導の充実）
	中学校給食導入実施計画書に基づいた整備が行われるように、市町村に対し支援を行った。

また、市町村教育委員会へ働きかけ、小・中学校における食に関する指導体制の整備を図った。

	17 
	学校における保健活動の充実

健康づくりに関する保護者への啓発
（学校保健・食育推進事業（学校保健課題解決事業））
	大阪府における児童生徒の学校保健上の課題を解決するため、学校三師（学校医、学校歯科師、学校薬剤師）及び地域医療関係者と連携した研修会や、保護者を対象とした講演会を実施した。

	18 
	子どもたちの生活リズムの確立に向けた取組みの推進

（3つの朝運動）
	子どもたちの生活リズムの確立に向け、各校の取組みについて状況調査を実施し、特色ある取組みについて、府教育委員会ホームページで紹介した。


【指標の点検結果】※全国学力・学習状況調査に係る指標については、当該年度の状況が次年度の結果に反映されるため、「基本計画策定時の現状値」及び「実績値」には次年度の結果を記載
	指標
	基本計画策定時の現状値

（24年度）
	目標値

（29年度）
	実績値

（25年度）
	点検結果

	〇指標37

体育授業以外で継続的に体力向上の取組みを行う小学校の割合
	68.3%
	100%をめざす
	75.8%
	○
	25年度実績は前年度を7.5ポイント上回った。

	〇指標38

体力テストの５段階総合評価で下位ランク（D・E）の児童の割合
	小5男子：32.1%
女子：33.3%
	男女とも25%をめざす
	小5男子：30.8%
女子：33.0%
	△
	25年度実績は前年度より改善した。

	〇指標39

保護者を委員とした学校保健委員会の設置率（政令市除く）
	公立小学校：43.1%
公立中学校：34.5%
公立高校　：70.4%
	100%をめざす
	公立小学校：50.6%
公立中学校：41.2%
公立高校　：79.7%
	○
	25年度実績はいずれも前年度を上回った。

	〇指標40

「食に関する指導」の推進体制を整備した小・中学校の割合
	79.5%

（注1）
	100%をめざす
	86.8%
	○
	25年度実績は前年度を7.3ポイント上回った。

	〇指標41

「毎日朝食をとる」児童・生徒の割合
	小6：85.0%（全国：88.7%）

中3：78.8%（全国：84.3%）
（注2）
	全国水準をめざす
	小6:84.3%（全国：88.1 %）

中3:78.8%（全国：83.8 %）
	△
	25年度実績は、中3については全国水準との差が縮小したが、小6については全国水準との差が拡大した。

	〇指標42

公立中学校における学校給食の実施率（政令市含む）
	40.1%

（注3）
	全国平均を上回る
	54.7%
 （全国：83.8%

 （24.5.1現在））
	○
	25年度実績は前年度を14.6ポイント上回った。


（注1）基本計画策定時は23年度実績（76.4%）を記載していたが、24年度実績に修正した。

（注2）基本計画策定時は24年度全国学力・学習状況調査結果（小6：84.7%（全国：88.7%）、中3：77.7%（全国：83.9%））を記載していたが、25年度全国学力・学習状況調査結果に修正した。

（注3）基本計画策定時は23年度実績（14.8%（全国：82.4%））を記載していたが、24年度実績に修正した。

【自己評価】
【評価審議会における審議結果】


（参考）
　◆指標37 体育授業以外で継続的に体力向上の取組み

を行う小学校の割合
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基本方針６　教員の力とやる気を高めます
【基本的方向】
	1 採用選考方法等を工夫・改善し、熱意ある優秀な教員を最大限確保します。また、教職経験の少ない教員について研修や人事異動等を通じて資質・能力の向上を図るとともに、教員等の人権感覚の育成に努めます。

2 ミドルリーダー育成の取組みにより、次世代の管理職養成をすすめます。

3 がんばった教員の実績や発揮された能力が適正に評価される評価・育成システムの実施等により、教員のやる気と能力の向上を図ります。

4 指導が不適切な教員に対し厳正な対応を行います。

5 私立学校における教員の資質向上に向けた取組みを支援します。


【主な取組み】
	基本的方向
	具体的取組（事業名）
	実施内容

	①
	優秀な教員の確保
（教職員採用選考費）
	大阪、東京、福岡、愛知での受験説明会の開催や大学等（約70か所）の個別訪問により、教員志望者への広報活動を実施した。

採用選考テストについて、「大阪教志セミナー修了者対象」の選考区分の新設や「社会人経験者対象」の選考区分の出願要件緩和など、選考方法の工夫・改善を行った。

	19 
	中期的展望を見据えた初任者研修の実施
	小・中・高等・支援学校教諭に対する初任者研修や、高等学校、支援学校の２年目教諭に対するフォローアップ研修を実施した。

	20 
	人事異動、校内研修によるキャリア形成・能力の向上
（教職員人事異動・交流）
	新任4～6年目の異動にあたり、小・中学校については他の市町村等への人事異動、人事交流について、市町村教育委員会との密接な連携のもと、計画的な人事異動を行った。

府立学校については、校種間･課程間等の異動及び人事交流を促進した。

	21 
	教員の人権感覚の育成
（人権教育研修）

（いじめ防止・対応研修）
	人権教育担当教職員を対象とした人権教育研修や「いじめ防止・対応研修」をすべての学校を対象に実施した。

	②
	首席・指導主事への若手教員の任用

（首席選考及び指導主事等選考）
	学校でのミドルリーダーとなる人材を発掘し、これからの府の教育を支える人材を養成するため、30歳代の若手教員を首席や指導主事に積極的に登用した。

	22 
	首席・指導主事への若手教員の任用
（府立学校リーダー養成研修）

（小・中学校リーディング・ティーチャー養成研修）
	学校経営に必要な知識や能力を育成するため、校長より推薦された府立学校の教諭に対し、「府立学校リーダー養成研修」を実施した。

また、市町村教育委員会より推薦された小･中学校の教諭に対し、「小・中学校リーディング・ティーチャー養成研修」を実施した。

	③
	評価・育成システムの実施
（教職員の資質向上方策推進事業）
	４～11月にかけて評価・育成者研修を実施するとともに、市町村教育委員会からの個別の問い合わせに対応するなど円滑なシステム運用を図った。

また、より客観性を確保するため、生徒・保護者による授業アンケートを踏まえた教員評価を実施した。

	④
	指導が不適切な教員への対応
	府教育委員会及び市町村教育委員会の指導主事で構成する「教員評価支援チーム」を学校に派遣し、指導が不適切な教員の授業観察を行い、指導力の改善に向けた取組みの支援を行った。

また、改善が見られない者については、大阪府教員の資質向上審議会に諮り、「指導が不適切である」と認定し、指導改善研修を実施した。

	⑤
	私学団体における研修事業の支援
	府教育委員会の取組みについて私立学校への情報提供を行うとともに講師として私学団体における研修会に参加した。

	23 
	公私間の教員の人事交流や合同研究会の実施
	公私間の人事交流の継続実施に向けて公私で協議を行った。また、府内公私立高等学校及び支援学校高等部の進路指導担当者を対象とした、就職差別の未然防止のための合同説明会を開催した。




【指標の点検結果】
	指標
	基本計画策定時の現状値

（24年度）
	目標値

（29年度）
	実績値

（25年度）
	点検結果

	〇指標43

保護者向け学校教育自己診断における府立学校教員の指導等に関する項目における肯定的な意見の比率
	73.4%
（24年度から調査開始）
	70%をめざす
※今後、目標値の上方修正を
検討
	74.9%
	◎
	25年度実績は前年度を1.5ポイント上回った。

	〇指標44

教職員向け学校教育自己診断における府立高校の教育活動の改善に関する項目における肯定的な意見の比率
	73.0%
（24年度から調査開始）
	70%をめざす

※今後、目標値の上方修正を
検討
	74.4%
	◎
	25年度実績は前年度を1.4ポイント上回った。

	〇指標45

経験の浅い教員の校種間・課程間の異動者数の比率
	府立学校　：18%
小・中学校： 8%

（注1）
	比率を5%向上させる
	府立学校　：19%
小・中学校： 7%
	△
	25年度実績は、府立学校は前年度を1ポイント上回ったが、小・中学校は前年度を1ポイント下回った。

	〇指標46

教員評価支援チームの派遣回数
	77回（注2）
	100回をめざす
	84回（小中20回、府立64回）
	○
	25年度実績は前年度を7回上回った。


（注1）基本計画策定時は23年度実績（府立学校18%（ただし策定時19%と記載）、小・中学校8%）を記載していたが、24年度実績に修正した。
（注2）基本計画策定時は23年度実績（47回）と記載していたが、24年度実績に修正した。
【自己評価】

【評価審議会における審議結果】

　
（参考）

◆教員評価結果の分布

　

基本方針７　学校の組織力向上と開かれた学校づくりをすすめます
【基本的方向】
	1 校長マネジメントを強化し、学校の特性や生徒の課題に応じた学校経営を推進します。
2 保護者等への情報発信を充実するとともに、地域や保護者のニーズを十分に反映した開かれた学校づくりをすすめます。　

3 ICTを活用した校務の効率化等を推進します。
4 私立学校における開かれた学校づくりに向けた取組みが、さらに進むよう支援します。



【主な取組み】
	基本的方向
	具体的取組名（事業名）
	実施内容

	①
	学校経営計画の策定によるPDCAサイクルに基づく学校経営の確立
（学校経営の確立）
	各府立学校において、校長が学校経営計画に基づいた学校経営を行うとともに、学校教育自己診断や学校協議会からの意見を踏まえ、年度末に学校評価を実施した。

	24 
	予算面等における校長のマネジメント強化
（学校経営推進事業）

（校長マネジメント推進事業）
	高い効果の見込まれる事業計画を提案する学校（府立、私立合わせて26校）を支援校に決定し、500万円を上限に経営支援を行った。

また、全府立学校に「校長マネジメント経費」として、校長・准校長の責任と権限において執行できる予算を配当した。

	25 
	校長の処遇改善
（校長及び教頭の給料表の改訂）
	職務・職責に見合った給料表とするため、人事委員会勧告を踏まえ、校長及び教頭の初号水準を引き上げる制度改正を実施した。

	26 
	民間人、行政職、教諭等からの優れた人材の校長への任用

（小中学校任期付校長及び府立学校校長の公募）
	優秀な人材を確保するため、校長公募説明会を大阪市と共催で大阪・東京で開催するとともに、Webを活用した広報活動を推進した。

	②
	学校協議会による保護者・地域ニーズの反映
（学校協議会の運営）

（保護者の申し出制度）
	全ての府立学校において、学校協議会委員の委嘱を行い（24年8月）、運営を開始。全府立学校で年3回以上会議を開催した。

また、保護者が、郵送、投稿、メール等により協議会に授業や教育活動に関して意見書を提出できるようにするとともに、意見について、必要に応じて協議会での調査審議を経て、校長に具申されるよう条件を整備した。

	③
	府立学校のICTネットワークの統合
（府立学校教育ICT化推進事業）
	26年４月の本格稼働に向け、教職員ネットワークと校内イントラネットを統合し、府立学校統合ICTネットワーク上での校務処理システムを稼働した。

	④
	私立学校における学校情報の公表・公開
	情報を公表していない学校については、経常費補助金を減額して配分した。



【指標の点検結果】
	指標
	基本計画策定時の現状値

（24年度）
	目標値

（29年度）
	実績値

（25年度）
	点検結果

	○指標47

「学校経営計画」中の中期的目標の進捗状況及び年度重点目標の実現度
	77.6%
（24年度から調査開始）
	80%以上をめざす
	79.0%
	○
	25年度実績は前年度を1.4ポイント上回った。

	○指標48

府立高校の学校教育自己診断における授業参観や学校行事等への保護者の参加及び学校の情報提供に関連する診断項目の肯定値
	保護者参加60.7%
情報提供70.6%
（24年度から調査開始）
	70%以上をめざす

※情報提供については、今後、目標値の上方修正を検討
	保護者参加61.8%
情報提供72.3%
	△
	25年度実績はいずれも前年度を上回った。

	○指標49

府立高校における学校情報の公表状況
	学校教育自己診断83.8%
学校協議会87.0%
（注1）
	100%をめざす
	学校教育自己診断83.1% 

学校協議会90.9%
	△
	25年度実績は、学校協議会は前年度を3.9ポイント上回ったが、学校教育自己診断は前年度を0.7ポイント下回った。

	○指標50
私立高校における学校情報の公表状況
	財務情報　　　　78.1%
自己評価　　　　74.0%
学校関係者評価　49.0%
（注2）
	いずれについても100%をめざす
	－

※25年度実績は26年秋以降に公表
予定
	－
	－


（注1）基本計画策定時は23年度実績（学校教育自己診断70.7%、学校協議会50.3%）を記載していたが、24年度実績に修正した。
（注2）基本計画策定時は23年度実績（財務情報62.5%、自己評価62.5%、学校関係者評価34.4%）を記載していたが、24年度実績に修正した。


【自己評価】

【評価審議会における審議結果】


（参考）

◆指標49　府立高校における学校情報の公表状況　　　　　　　　　　　◆指標50　私立高校における学校情報の公表状況

（基本方針２（１）指標８の再掲）　　　　　　　　　　　　　　　　　（基本方針２（１）指標８の再掲）　　

　　




基本方針８　安全で安心な学びの場をつくります
【基本的方向】
	①　耐震改修、老朽化対策など、府立学校の計画的な施設整備を推進します。
②　学校の危機管理体制を確立するとともに、児童・生徒が災害時に迅速に対応する力を育成します。
③　子どもへの交通安全・防犯教育を推進するとともに、地域との連携による子どもの見守り活動等を推進します。
④　私立学校の耐震化に向けた取組みを促進します。


【主な取組み】
	基本的方向
	具体的取組名（事業名）
	実施内容

	①
	府立学校の老朽化対策と空調設備等の整備推進
（府立学校老朽化対策事業）

（特別教室空気調節設備整備事業等）
	今後の府立学校の施設整備計画策定に向けて、各建設年度から抽出した校舎の老朽度調査を実施するとともに、特別教室への空調機の設置やトイレ改修、エレベータ設置などを実施した。

	27 
	公立学校施設の耐震性能向上・大規模改修
（耐震性能向上・大規模改造事業）
	48校で耐震大規模改修工事を実施するとともに、非構造部材の耐震化については、全校で屋内運動場等の設置者点検（委託業者による点検）やロッカー等物品の転倒対策を実施した。

	②
	学校の防災力の向上
（「学校における防災教育の手引き」の改訂）

（実践的防災教育総合支援事業）
	災害発生時における初期行動などを盛り込んだ「学校における防災教育の手引き」を改訂するとともに、23学校・4地域において、自然災害を想定した実践的な避難訓練等を実施し、その成果を広く府内の学校に周知した。

	28 
	教職員を対象とした防災研修の開催
（防災教育研修）
	教職員を対象に、学校安全に関する防災教育研修を実施し、府内の公立小学校（政令市を除く）に対しては全校の実施が完了した。

	③
	学校・警察・保護者や地域ボランティアが一体となった地域ぐるみでの安全体制の整備
（地域ぐるみの学校安全体制整備推進事業）
	国事業を活用し市町村と連携のもと、警察官OB等を地域学校安全指導員（スクールガード・リーダー）として活用し、学校の巡回指導・評価及び「子どもの安全見まもり隊」に対する指導・助言を実施した。

	④
	私立学校の耐震化の促進
	私立学校の耐震化の実施にかかる事業費補助を実施した。

（幼稚園44棟、小中高53棟、高等専修学校４棟）




【指標の点検結果】
	指標
	基本計画策定時の現状値

（24年度）
	目標値

（29年度）
	実績値

（25年度）
	点検結果

	○指標51

府立学校の耐震化率
	府立高校85.9%
府立支援学校85.0%

（注1）
	26年度末までに耐震化率100%をめざす
	府立高校93.6%　　　

府立支援学校88.9%　
	○
	25年度実績はいずれも前年度を上回った。

	○指標52

府立学校の非構造部材の耐震化の状況
	－

（24年度、学校教職員に
よる点検を実施）
	屋内運動場等の照明器具等落下防止対策の27年度末完了をめざす
	設置者点検（委託業者による点検）及びロッカー等物品の転倒対策として、転倒防止金具の購入、取付を実施
	△
	非構造部材の転倒対策を実施した。

	○指標53

自然災害を想定した避難訓練の実施率（政令市除く）
	公立小学校99.8%
公立中学校88.9%
公立高校87.5%
（注2）
	100%をめざす
	公立小学校99.4%
公立中学校91.4%
公立高校96.8%
	○
	25年度実績は、小学校を除き、いずれも前年度を上回った。

	○指標54

私立学校の耐震化率
	幼稚園68.7%
小学校87.5%
中学校71.7%
高校65.7%
高等専修学校（学校法人立）68.6%

（注3）
※「高校」には「中等教育学校」を含む

（25.4.1現在）
	全校種90%以上をめざす
（27年度）
	－

※25年度実績は26年秋頃公表
予定
	－
	－


（注1）基本計画策定時は24年4月1日現在の実績（府立高校77.6%、府立支援学校79.3%）を記載していたが、25年4月1日現在の実績に修正した。

（注2）基本計画策定時は23年度実績（公立小学校：97.7%、公立中学校：62.5%、公立高校：70.3%）を記載していたが、24年度実績に修正した。 
（注3）基本計画策定時は23年度実績（幼稚園69.5%、小学校77.4%、中学校65.5%、高校65.2%、高等専修学校（学校法人立）68.6%※ただし策定時は80.0%で記載）を記載していたが、24年度実績に修正した。

【自己評価】

　


【評価審議会における審議結果】

　

（参考）  
◆指標51　府立学校の耐震化率                           　　◆指標54　私立学校の耐震化率
　




基本方針９　地域の教育コミュニティづくりと家庭教育を支援します
【基本的方向】
	1 学校の教育活動を支える取組みへの地域人材の参画を促すとともに、ネットワークづくりをすすめます。
2 多様な親学びの機会の提供を図るとともに、家庭教育に困難を抱え孤立しがちな保護者への支援を促進します。
3 家庭・地域における子育て・教育力の向上を図るとともに、小学校との連携をすすめるなど、幼児教育の充実を図ります。
4 共働き世帯の増加や地域のつながりの希薄化に対応し、幼稚園における保育サービスの拡大や、地域の子育て・家庭教育を支援する機能の強化を促進します。


　

【主な取組み】
	基本的方向
	具体的取組名（事業名）
	実施内容

	①
	地域全体で学校を支援する体制づくりと活動の定着・充実
（教育コミュニティづくり推進事業（学校支援地域本部））
	学校支援地域本部等を中心に、全中学校区で地域による学校教育を支援する活動を実施するとともに、研修会や交流会を実施し、地域での活動の核となるコーディネーターやボランティアの育成を図った。

	29 
	放課後等の子どもたちの体験活動や学習活動等の場づくり
（教育コミュニティづくり推進事業（おおさか元気広場））
	地域のボランティアの参画を得て、428小学校区（全小学校区の約90%）で放課後や週末の子どもたちの体験活動や学習支援活動等を推進した。

	②
	すべての府民が親学習に参加できる場づくり

（教育コミュニティづくり推進事業（家庭教育支援））
	26市町村で大人（保護者）に対する親学習を実施するとともに、家庭教育支援に関わっている人や教職員を対象とする研修や交流会を実施した。

	30 
	家庭教育に困難を抱え孤立しがちな保護者への支援の促進

（教育コミュニティづくり推進事業（家庭教育支援））
	11市町村で家庭教育支援チームによる支援を実施するとともに、市町村教育委員会や学校に対し、府内外で実施されている訪問型支援の状況や効果についての情報提供を行い、新たな実施を働きかけた。

	③
	幼稚園・保育所における教育機能の充実
（幼児教育推進指針の周知徹底）
	幼稚園・保育所・小学校の教職員等を対象としたフォーラムや合同研修を通じて、幼稚園の教育課程や教育内容についての研究・協議等を実施した。

	31 
	幼保小連携の推進
（幼児教育推進指針の周知徹底）
	幼稚園教員初任者や10年経験者研修及び保幼小合同研修会で、幼児教育推進指針を活用し、幼保小の連携の重要性を指導した。

	④

【基本方針10の再掲】
	大阪スマイル･チャイルド事業を活用した保育サービス拡大の促進（大阪スマイル・チャイルド事業）
	共働き世帯も含めて、長時間でも安心して私立幼稚園に子どもを預けられるよう、保育所並みの11時間開園や休日保育など、私立幼稚園の保育サービスを拡大した。

	
	私立幼稚園による子育て支援事業の促進

（私立幼稚園経常費補助金）
	私立幼稚園経常費補助金を通じて、地域の子育て支援事業に取り組む私立幼稚園を支援した。

	
	私立幼稚園における支援教育の充実に向けた取組みの支援

（私立幼稚園教諭を対象とする研修機会の拡大）

（私立幼稚園の特別支援教育助成事業）
	私立幼稚園教諭が受講できる研修機会の拡大とともに、府教育センターや支援学校主催の研修会に関する情報を私立幼稚園に提供した。また、私立幼稚園における特別支援教育の充実を図るため、障がいのある幼児を受け入れている私立幼稚園に助成を行った。



【指標の点検結果】※全国学力・学習状況調査に係る指標については、当該年度の状況が次年度の結果に反映されるため、「基本計画策定時の現状値」及び「実績値」には次年度の結果を記載
	指標
	基本計画策定時の現状値

（24年度）
	目標値

（29年度）
	実績値

（25年度）
	点検結果

	○指標55

学校支援地域本部などの学校支援ボランティアの仕組みにより、保護者や地域の人が学校における教育活動や様々な活動によく参加してくれると回答している学校の割合
	小学校：32.5%
中学校：32.3%
（注1）
	倍増をめざす
	小学校：31.5%

中学校：29.6%
	△
	25年度実績は、いずれも前年度を下回った。

	○指標56

大人(保護者)に対する親学習の実施状況
	22市町村で実施
（注2）
	全市町村(政令市を除く)での実施をめざす
	26市町村で実施
	○
	25年度実績は前年度を上回った（4市町村増加）。

	○指標57

授業で生徒に対する親学習を実施した学校数
	中学校(政令市を除く)：

197／290校（67.9%）

府立高校：

135／155校（87.1%）
（注3）
	全ての中学校(政令市を除く)・府立高校での実施をめざす
	中学校(政令市を除く)：

201／291校（69.1%）

府立高校：

139／154校（90.3%）
	△
	25年度実績は、いずれも前年度を上回った。

	○指標58

保幼小合同研修を実施している市町村の割合
	32.6%（23年度）
	50%をめざす
	－

隔年実施の調査で把握予定

（26年10月公表予定）
	－
	－


	○指標59

教育課程の編成に関し、公私立幼稚園と連携している小学校の割合
	93.2%
	100%をめざす
	100%
	◎
	25年度実績が目標に達した。

	○指標60

子育て相談等、子育て支援事業に取組む私立幼稚園数
	322園
	府内の全私立幼稚園での実施をめざす
	331園
	○
	25年度実績は前年度を上回った（9園増加）。


（注1）基本計画策定時は23年度実績（小学校：37.5%、中学校：34.5%）を記載していたが、24年度実績に修正した。

（注2）基本計画策定時は23年度実績（21市町村）を記載していたが、24年度実績に修正した。

（注3）基本計画策定時は23年度実績（中学校(政令市を除く)：180／291校（61.9%）、府立高校：132／155校（85.2%））を記載していたが、24年度実績に修正した。

【自己評価】

　


【評価審議会における審議結果】　


（参考）
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基本方針１０　私立学校の振興を図ります
【基本的方向】
	①　私立幼稚園
・共働き世帯の増加や地域のつながりの希薄化に対応し、保育サービスの拡大や、地域の子育て・家庭教育を支援する機能の強化を促進します。

・幼児の障がいが重度・重複化、多様化している状況を踏まえ、障がいのある幼児一人ひとりのニーズに応じたきめ細かな支援の充実を促進します。

②　私立小・中学校

・義務教育段階において児童・生徒に多様で幅広い学校選択の機会の提供と特色ある教育を行えるよう、私立小・中学校の振興を図ります。
③　私立高校
・家庭の経済的事情にかかわらず、自らの希望や能力に応じて自由に学校選択できる機会を提供するため、私立高校生等に対する授業料無償化制度を実施します。あわせて、効果検証を行い、今後の制度検討を行います。

・私立高校が、それぞれの建学の精神に基づき、社会の変化や府民の教育ニーズに対応した特色・魅力ある教育を行えるよう、私学教育の振興を図るとともに、公私がより共通の土俵で競い合える環境づくりに努めます。
④　私立専修学校・各種学校

・高校生等の職業観・勤労観を醸成し、キャリア形成の支援ができるよう、高校等と専修学校との連携の促進に努めます。

・産業界等のニーズに沿った専門的・実践的な職業教育が提供できるよう、専修学校における産業界等との連携の促進に努めます。

・後期中等教育段階において、職業教育など多様な教育が提供できるよう、高等専修学校の振興を図ります。


【主な取組み】
	基本的方向
	具体的取組名（事業名）
	実施内容

	①
	大阪スマイル･チャイルド事業を活用した保育サービス拡大の促進（大阪スマイル・チャイルド事業）
	共働き世帯も含めて、長時間でも安心して私立幼稚園に子どもを預けられるよう、保育所並みの11時間開園や休日保育など、私立幼稚園の保育サービスを拡大した。

	32 
	私立幼稚園による子育て支援事業の促進

（私立幼稚園経常費補助金）
	私立幼稚園経常費補助金を通じて、地域の子育て支援事業に取り組む私立幼稚園を支援した。

	
	私立幼稚園における支援教育の充実に向けた取組みの支援

（私立幼稚園教諭を対象とする研修機会の拡大）

（私立幼稚園の特別支援教育助成事業）
	私立幼稚園教諭が受講できる研修機会の拡大とともに、府教育センターや支援学校主催の研修会に関する情報を私立幼稚園に提供した。また、私立幼稚園における特別支援教育の充実を図るため、障がいのある幼児を受け入れている私立幼稚園に助成を行った。

	②
	私立小・中学校の振興

（私立高等学校等経常費補助金）
	私立小中学校の振興を図るため、経常費補助金を交付した。

	③

【基本方針２（３）の再掲】
	私立高校生等に対する授業料の支援

（私立高等学校等授業料支援補助金）
	授業料無償化制度を実施した。

	
	優れた取組みを実践する学校に対する支援

（学校経営推進事業）
	優れた取組みを実践する学校に対する支援として、大阪の教育課題として府が指定する項目に対し、PDCAサイクルによる高い効果が見込まれる事業計画を提案する私立高校２校に支援した。

	
	生徒・保護者の学校選択肢の一層の充実

（私立学校の設置認可）
	株式会社立の通信制高校を設置認可した。

	④
	専修学校の職業教育による職業人の育成

（私立専修学校専門課程「産学接続型教育」振興補助金）
	専修学校と産業界等との連携による「産学接続型教育」プログラムの新規開設に取り組む学校を支援した。

	
	後期中等教育段階における「複線型の教育ルート」の確立

（私立高等学校等授業料支援補助金）

（私立専修学校高等課程経常費補助金）
	高等専修学校生徒に対する授業料無償化制度を実施した。

私立専修学校高等課程の振興を図るため、経常費補助金を交付した。

	
	「産学接続型教育」の促進

（私立専修学校専門課程「産学接続型教育」振興補助金）
	専修学校と産業界等との連携による「産学接続型教育」プログラムの新規開設に取り組む学校を支援した。

	
	高校と専修学校の連携強化

（実践的キャリア教育・職業教育支援事業）
	推進校72校（府立58校、私立14校）が、専門学校や企業、外部人材と連携して、生徒のニーズに応じた実践的なキャリア教育・職業教育プログラムを実践した。


【指標の点検結果】

	指標
	基本計画策定時の現状値

（24年度）
	目標値

（29年度）
	実績値

（25年度）
	点検結果

	○指標61

私立高校に対する生徒・保護者の満足度

【基本方針２（３）の再掲】
	72.7%

（注1）
	向上させる
	73.3%
	○
	25年度実績は前年度を0.6ポイント上回った。

	○指標62

私立高校の教員が信頼できると答えた生徒の割合

【基本方針２（３）の再掲】
	67.0%

（注2）
	向上させる
	71.0%
	○
	25年度実績は前年度を４ポイント上回った。

	○指標63

私立高校全日制課程の生徒の中退率

【基本方針２（３）の再掲】
	1.5%
（全国：1.5%）

（注3）
	全国水準をめざす
	－

※25年度実績は26年秋以降に

公表予定
	－
	－

	○指標64

私立高校卒業者（全日制）の大学進学率

【基本方針２（３）の再掲】
	71.9%

（注4）
	向上させる
	－

※25年度実績は26年秋以降に

公表予定
	－
	－

	○指標65

私立高校卒業者の就職率（就職者の就職希望者に対する割合）

【基本方針２（３）の再掲】
	92.1%

（全国：93.9%）

（注5）
	全国水準をめざす
	90.4%

（全国：95.2%）
	△
	25年度実績は前年度を1.7ポイント下回り、全国水準との差も1.8ポイントから4.8ポイントに拡大した。

	○指標66

私立専修学校卒業者の就職率
	94.5% （全国：94.1%）

（注6）
	96.5%をめざす
	－

※25年度実績は26年秋頃公表

予定
	－
	－


（注）基本計画策定時は23年度実績（95.3%）を記載していたが、24年度実績に修正した。
	指標
	基本計画策定時の現状値

（24年度）
	目標値

（29年度）
	実績値

（25年度）
	進捗

状況
	点検結果

	○指標67

私立学校における学校情報の公表状況
【基本方針２（１）、

基本方針７の再掲】
	学校情報の公表状況（注1）
財務

情報
自己

評価
学校

関係者

評価
幼稚園
76.8%
83.7%
70.7%
小学校
82.4%
82.4%
82.4%
中学校
80.0%
83.1%
61.5%
高校
78.1%
74.0%
49.0%
専修

学校
－
20.2%
7.9%

	いずれについても100%をめざす
	－

※25年度実績は26年秋頃公表
予定
	－
	－

	○指標68

私立学校の耐震化率
【基本方針８の再掲】
	幼稚園68.7%、小学校87.5%
中学校71.7%、高校65.7%
高等専修学校（学校法人立）68.6%
※「高校」には「中等教育学校」を含む
（25.4.1現在）（注2）
	全校種90%以上をめざす
（27年度）
	－

※25年度実績は26年秋頃公表
予定
	－
	－


（注1）基本計画策定時は23年度実績（以下表のとおり）を記載していたが、24年度実績に修正した。
	
	財務情報
	自己評価
	学校関係者評価

	幼稚園※
	79.1%
	85.4%
	70.1%

	小学校
	76.5%
	58.8%
	41.2%

	中学校
	71.9%
	70.3%
	40.6%

	高校
	62.5%
	62.5%
	34.4%

	専修学校※
	－
	20.7%
	10.1%


※基本計画策定時は幼稚園：財務情報72.0%、自己評価75.4%、学校関係者評価60.1%、専修学校：自己評価57.1%、学校関係者評価29.4%と記載していたが、23年度実績に修正した。

（注2）基本計画策定時は23年度実績（幼稚園69.5%、小学校77.4%、中学校65.5%、高校65.2%、高等専修学校（学校法人立）68.6%（ただし策定時は80.0%と記載））を記載していたが、
24年度実績に修正した。
【自己評価】

　


【評価審議会における審議結果】

（参考）
◆指標63　中退率（私立高校全日制）　　　　　　　　　　　　◆指標68　私立学校の耐震化率

（基本方針２（３）指標18の再掲）　　　　　　　　　　　　　（基本方針８指標54の再掲）

【評価審議会における審議結果】（全体について）

市町村の主体的な取組みを支援するとともに、課題のある学校への重点的な支援を行い、子どもの力をしっかり伸ばす学校力の向上を図ります。


教育内容の充実や授業改善などへの支援をすすめ、「基礎・基本」の確実な定着と「活用する力」の向上を図り、すべての子どもにこれからの社会で求められる確かな学力をはぐくみます。


・「全国学力・学習状況調査」における平均正答率について、中学校の国語A区分・数学B区分に改善が見られたものの、全国との差は依然として大きく、小学校については、全ての教科・区分において、全国との差が拡大した。無解答率についても、中学校において全国水準との差が縮小したが、小学校において改善が見られなかった。また、「家で計画的に学習する」と回答した児童・生徒の割合及び「児童・生徒は熱意を持って勉強している」と回答した学校の割合は、小・中学校とも増加したものの、依然全国水準との差が見られる。


・学力調査結果は、かなり厳しい状況であり、特に小学校では、府の施策の縮小に比例して結果が悪くなっている傾向も見られる。今後、改善のあらわれていない市町村の状況を明らかにし、必要に応じて指導を強化することで、府全体の学力向上に向け取り組んでいく。


・これからの社会で求められる確かな学力の一つとして、英語教育改革を強力に進めるため、研究協力校の小学校１年生から６年生までの全学年でフォニックスを活用した英語学習を実施し、「英語学習パッケージ」の開発に取り組むとともに、小学校で育んだ力を中学校でさらに伸ばすため、洋書を活用したエクステンシブリーディングの実践研究を行う。





③　学校教育全体を通して、互いに高めあう人間関係づくりをすすめます。（基本方針４の一部再掲）


・小・中学校については、市町村教育委員会と連携した人権教育研修や、家庭・地域と連携した道徳教育の推進などに取り組んだ。これらの成果として、「自分には良いところがある」、「人の気持ちがわかる人間になりたい」、「学校のきまりを守っている」と回答した児童・生徒の割合はいずれも向上した。





○府の点検及び評価結果は、概ね妥当である。





【基本的方向①及び②について】


・小学校に対する学力向上の施策を縮小した結果、小学校の平均正答率の全国水準との差が拡大していることから、施策を終了しても学力が維持されるような取組みが必要である。


・子どもの学力については、学校も教師も努力しているなかで個別学校の努力だけでは如何ともしがたい状況がある。福祉と教育がもっと連携し、多面的かつ一体的に、子どもを支援していく必要がある。


・教員の加配措置など、小学校に対する府の支援により、平均正答率の全国水準との差が24年度まで縮小していたが、市町村教育委員会はその成果をきちんと検証し、成功事例には継続して取り組むべきである。また、府の支援がなくなるのであれば、市町村独自で取り組む必要があるが、そのような取組みを府として普及させていくことが必要である。


・正答率が低いあるいは無解答率が多い領域に何らかの共通点があるのか、他府県との違いはあるのかといった、中身に踏み込んだ分析が必要である。





○補足意見


・スクールソーシャルワーカーを小中学校全校へ配置するなど、福祉と教育との連携を進める取組みが必要である。


・学校が児童・生徒に課す宿題や家庭への連絡事項が十分に保護者に行き届いていない。学校のホームページで学年ごとのお知らせや提出物、宿題を掲載するなど、保護者が家庭で子どもに声掛けしやすい仕組みづくりを検討してもらいたい。
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20～22、24年　国調査(政令市を含む抽出調査)


※23年度は実施されず


25～26年    　国調査(政令市を含む悉皆調査）





(年度)





(年度)





※国語、算数（数学）の各区分の平均正答率の平均 





【校種・教科・区分別　正答率/対全国比経年比較】





小学校





中学校





※全国平均正答率を1とした場合の府平均正答率の割合





(年度)





(年度)
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22・24年　　国調査(政令市を含む抽出調査)


23年 　　　 府調査


(政令市を除く府域41市町村での悉皆調査) 


25・26年 　 国調査(政令市を含む悉皆調査）








（年.月）





（年.月）
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22・24年　　国調査(政令市を含む抽出調査)


23年 　　　 府調査


(政令市を除く府域41市町村での悉皆調査) 


25・26年 　 国調査(政令市を含む悉皆調査）








（年.月）





（年.月）





22・24年　　国調査(政令市を含む抽出調査)


23年 　　　 府調査


(政令市を除く府域41市町村での悉皆調査) 


25・26年 　 国調査(政令市を含む悉皆調査）
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（年.月）





H23　　府調査(政令市を除く府域41市町村での悉皆調査)


H24　　国調査(政令市を含む抽出調査)　


H25　　国調査（政令市を含む悉皆調査）





（年.月）





（年.月）





(%)





(%)





22・24年　　国調査(政令市を含む抽出調査)


23年 　　　 府調査


(政令市を除く府域41市町村での悉皆調査) 


25・26年 　 国調査(政令市を含む悉皆調査）








知事の権限事務





知事の権限事務





知事の権限事務





就学セーフティネットの観点から、意欲あるすべての子どもが高校教育を受けることができるよう、公私あわせて高校への就学機会を確保します。


・高校の授業料無償化や奨学金制度により、公私を問わず自由に学校選択できる機会を提供し、私立高校へ進学する割合も、無償化制度導入前と比べ増加したが、昼間の高校への進学率は前年度を下回った。





公私ともに学校情報についての公表・公開をすすめ、生徒が十分な情報のもとで自らの入りたい学校を主体的に選択できる環境づくりをすすめます。


　 ・府立高校については、「大阪府公立高等学校・支援学校検索ナビ（咲くなび）」の運用など広報活動に取り組んだ結果、学校協議会について公表し


た学校の割合は増加したものの、学校教育自己診断について公表した学校の割合は減少しており、より一層の取組みが必要である。


・私立高校については、情報未公表の場合は、経常費補助金の配分において減額要素としており、各私立学校での情報の公表が進んだ。（基本方針７の一部再掲）





グローバル社会で活躍できる人材や、厳しい雇用環境の中にあって社会で活躍できる人材を育成するため、公私が切磋琢磨しつつ共同での取組みをすすめます。


　  ・英語教育については、府立高校3年生のうち英検準2級相当以上の割合が目標である30％に着実に近づいているものの、英検準１級、TOEFL550 


点、TOEIC730点以上を保有する府立高校の英語教員の割合は伸び悩んでいる。これは、現場の教員は多忙であること、また、目標を実現するた


めの府教育委員会の後押しが必ずしも十分でないことに原因の一端がある。教員採用の条件にこのような基準を入れることも考えられるが、応募


者数に影響が出る可能性もあり、教員採用とは別枠で、英語教員の英語力向上への波及効果を狙い、27年度からSET（Super English Teacher）


を導入することを決定した。


・グローバル人材を育成するためには、目標を広く設定し、英語4技能を英語圏の大学に進学できるレベルに引き上げる必要があり、より一層の取


　組みが必要である。


・キャリア教育については、「実践的キャリア教育・職業教育」支援事業における推進校72校の就職率が全国平均よりも高く、一定の成果を上げたものの、公立、私立高校卒業者の就職率は前年度を下回り、全国に比べて低位にあることから、より一層の取組みが必要である。そこで、26年度から就職希望者が多く、就職に課題がある学校に、就職支援コーディネーター等の専門人材を配置することを決定した。




















知事の権限事務





○府の点検及び評価結果は、概ね妥当である。





【基本的方向①について】


・授業料無償化制度については、制度導入前と比べると、「昼間の高校への進学率（指標７）」が上昇しており、導入の成果があったものと評価できるが、この制度は、高校への就学機会の確保を目標とするとともに、制度導入を契機として、公立・私立高校の切磋琢磨により大阪の教育の質が向上することも重要である。


・授業料無償化制度の導入により私立高校への進学割合が増加し、経済的理由を問わない自由な学校選択に寄与していると自己評価しているが、「私立高校の全日制課程の生徒の中退率（指標18）」が国水準まで減少していることからも、評価は妥当である。


【基本的方向②について】


　・「学校情報の公表状況（指標8）」については、学校教育自己診断の公表実績が前年度より低下しており、過去に公表実績が大きく上昇した年度について、その要因を分析し今後の対策に生かす必要がある。


・学校教育自己診断などの学校情報の公表は、安定した更新頻度とともに、公表率100%が当然に期待されているものであり、教育委員会として、最低限これだけは掲載しなさいという項目を学校に提示し、早期の達成に向けて取り組む必要がある。


・学校教育自己診断については、実施・公開という段階は終わっていることから、公表状況という数値だけでなく、学校改善にどう生かされたのかという視点が重要であり、改善事例を各学校で共有し、自校の改善に生かす取組みを進めていく必要がある。また、私立学校においても公表率100%を早期に達成する必要がある。


【基本的方向③について】


　・グローバル社会で活躍できる人材の育成について、「府立高校3年生のうち英検準2級相当以上の割合（指標9）」が前年度より伸びていることは評価できる。「英検準１級、TOEFL550点、TOEIC730点以上を保有する府立高校の英語教員の割合（指標10）」については、前年度からの伸びがほとんどなく、目標達成に向けた対応策を検討する必要がある。


・社会で活躍できる人材の育成については、「公立・私立高校卒業者の就職率（指標11）」が前年度を下回っており、さらなる取組みが必要である。こうした指標を見る場合には、平均値も大切であるが、ばらつきと変化率を分析するとともに、定性的にこういう取組みでこういう成果が上がったということを把握し、成功事例を広く普及させることが重要である。





○補足意見


【基本的方向③について】


・指標10については、資格のある人を異動させるのではなく、学校内で教員の養成に取り組んでいくことが大事である。また、近隣府県との差が生じている理由について分析し、対策を検討すべきである。更に、資格取得のためには、継続的に教員を支援すべきであり、大学との連携など外部の力を活用することも検討すべきである。


・高校のキャリア教育については、各学校の特色と地域との結びつきを生かし、幼稚園からの一貫したキャリア教育の到達点であることを踏まえて実践すべきである。


・キャリア教育を評価するためには、キャリア教育が子どもの人格形成にどのような効果を及ぼしているのかを検証する必要がある。その際、高校生や大学生に対する満足度調査を実施し、子どもたちにキャリア教育がどう受け止められ、改善点がどこにあるのかを分析すべきである。
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※府教育委員会調べ


※年度は選抜を実施した年度（例）「25」…24年度に実施した25年度入学者選抜





知事の権限事務





私立高校における学校情報の公表状況
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※府教育委員会調べ





※府民文化部調べ





※府教育委員会調べ





◆指標11　公立・私立高校卒業者の就職率

















(%)





※府教育委員会調べ及び文部科学省「高等学校卒業者の就職状況調査」


※推進校：「実践的キャリア教育・職業教育」事業（23～25年度）における


推進校72校（府立高校58校、私立高校14校）
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グローバル社会で活躍できる人材の育成やセーフティネットの整備など、社会の変化やニーズを踏まえた府立高校の充実をすすめます。


・グローバルリーダーズハイスクール（GLHS）や国際関係学科の設置など府立高校の充実を進めた結果、学校教育自己診断における生徒の学校


生活満足度は上昇した。


・さらに、グローバルリーダーズハイスクール（GLHS）については、各校が教員の授業力向上や進路指導の充実に努めるとともに、学習合宿や


　進学講習に取り組んだ結果、現役での大学進学率の向上という目標を達成した。ただ、グローバルリーダーになるために必要な英語力の育成について取組みを進めているものの、GLHS７校の生徒363人がTOEFL iBT Complete PracticeTestを受けた結果、スコア総計120点中平均は22.0点（60点以上は9名）にとどまった。


・工科高校については、高度な職業資格取得に対応した学習内容の充実を図った結果、高度職業資格取得者数が増加したが、工科高校から工科系


大学への進学実績は減少している。これは、景気の回復とともに求人数が増え、就職する生徒が増加したことがその要因として考えられる。今


後、生徒の進路希望の実現に向け、より一層の取組みが必要である。





キャリア教育や不登校・中途退学への対応など生徒一人ひとりの自立を支える教育を充実します。


・キャリア教育については、「実践的キャリア教育・職業教育」支援事業における推進校72校の就職率が全国平均よりも高く、一定の成果を上げたものの、府立高校卒業者の就職率は前年度を下回り全国に比べて低位にあることから、より一層の取組みが必要である。そこで、26年度から就職希望者が多く、就職に課題がある学校に就職支援コーディネーター等の専門人材を配置することを決定した。（基本方針２（１）の一部再掲）


・中途退学への対応については、中退防止コーディネーターの配置や各校の取組みの共有化を行った。





③　計画的な施設整備やICT環境の充実により、府立高校の教育環境の整備をすすめます。


・府立学校の計画的な施設整備については、耐震大規模改修工事及び非構造部材の耐震化を実施し、地震発生時における生徒・教職員の安全確保を進めたが、非構造部材の耐震化（照明器具等落下防止対策）についてはより一層の取組みが必要である。また、特別教室への空調設備の設置やトイレ設備の改修を実施し、良好な学習環境の整備を進めた。（基本方針８の再掲）


・府立学校の老朽化対策については、25年度に施設整備計画の策定を目標としていたが、老朽度調査の実施にとどまったため、26年上半期には計画を策定する必要がある。（基本方針８の再掲）


・ICTネットワークの統合化事業の全府立学校への展開が完了し、全教職員がメール・インターネット・総務サービスシステム（SSC）を利用する環境が整った。教員による個人情報が入ったＵＳＢメモリーの紛失が発生しているが、本統合化事業が提供するサービスを活用した情報管理と再発防止の徹底が必要である。（基本方針７の再掲）


・また、ＩＣＴを活用した授業を導入するためには、回線の増強などさらなるネットワーク環境の向上も課題である。（基本方針７の再掲）


・長期入院している生徒等への学習支援として、４校で遠隔授業サポートシステムを確立した。





④　府立高校の新たな特色に応じて、中学生にとってより一層公平でわかりやすい入学者選抜制度とします。


・公平でわかりやすい入学者選抜制度として、28年度選抜からの改善に向け、調査書の取扱いや評価項目等について市町村教育委員会や公立中


学校長等と検討を進め、26年の夏に全体案を提示することを決定した。





⑤　各校の教育内容の充実を図るとともに、将来の生徒数等を勘案した効果的かつ効率的な学校配置をすすめます。


・府立高校の再編整備については、26年度から30年度までの「大阪府立高等学校・大阪市立高等学校再編整備計画」を策定し、６校の改編に着手した。








○府の点検及び評価結果は、概ね妥当である。





【基本的方向①について】


　・社会の変化やニーズを踏まえた府立高校の充実については、「学校教育自己診断における生徒の学校生活満足度（指標12）」が目標値を上回っていることから、さらなる満足度の向上につなげていくため、今後は、公私の壁を越えて、どのような取組みが満足度の向上につながっているのかの分析と情報共有を行う必要がある。


【基本的方向②について】


・キャリア教育については、「府立高校卒業者の就職率（指標13）」が前年度を下回っており、さらなる取組みが必要である。こうした指標を見る場合には、平均値も大切であるが、ばらつきと変化率を分析するとともに、定性的にこういう取組みでこういう成果が上がったということを把握し、成功事例を広く普及させることが重要である。（基本方針２（１）基本的方向③の一部再掲）





○補足意見


【基本的方向②について】


・高校のキャリア教育については、各学校の特色と地域との結びつきを生かし、幼稚園からの一貫したキャリア教育の到達点であることを踏まえて実践すべきである。（基本方針２（１）基本的方向③の再掲）


・キャリア教育を評価するためには、キャリア教育が子どもの人格形成にどのような効果を及ぼしているのかを検証する必要がある。その際、高校生や大学生に対する満足度調査を実施し、子どもたちにキャリア教育がどう受け止められ、改善点がどこにあるのかを分析すべきである。


（基本方針２（１）基本的方向③の再掲）
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※府教育委員会調べ及び文部科学省「高等学校卒業者の就職状況調査」


※推進校：「実践的キャリア教育・職業教育」事業（23～25年度）における


推進校72校（府立高校58校、私立高校14校）





（年・月）





（%）
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※府教育委員会調べ





（年度）





(年度)





※府教育委員会調べ及び文部科学省「児童生徒の問題行動等生徒指導上の諸問題に


関する調査」





（%）





※GLHS：グローバル社会をリードする人材の育成をめざして、教育活動を行う府教育委員会が指定した学校10校（25年度末時点）

















知事の権限事務











知事の権限事務





知事の権限事務











家庭の経済的事情にかかわらず、自らの希望や能力に応じて自由に学校選択できる機会を提供するため、私立高校生等に対する授業料無償化制度を実施します。あわせて、効果検証を行い、今後の制度検討を行います。


・私立高校生等の授業料無償化の実施により、制度創設前と比べ私立高校に進学する割合が増加するなど、経済的理由を問わない自由な学校選択に寄与している。また、制度の検証のため、公私の流動化の状況の分析に努めるとともに、私立高校の保護者に対し、学校選択に関する満足度調査を実施した。


・28年度以降の新入生に対する授業料支援については、現行制度の効果検証を行いながら、引き続き、自由な学校選択が可能となるよう、生徒の立場に立ち、制度のあり方を検討する。その際には、経常費助成も含め、私学助成トータルについて検討を行う。





私立高校が、それぞれの建学の精神に基づき、社会の変化や府民の教育ニーズに対応した特色・魅力ある教育を行えるよう、私学教育の振興を図るとともに、公私がより共通の土俵で競い合える環境づくりに努めます。


・私立高校の振興を図るために、経常費補助金を交付するとともに、優れた取組みを実践する私立高校２校を支援した。また、株式会社立の通信制高校を認可し、学校選択肢の充実を図った。











知事の権限事務





○府の点検及び評価結果は、概ね妥当である。





【基本的方向①について】


・授業料無償化制度については、制度導入前と比べると、「昼間の高校への進学率（指標７）」が上昇しており、導入の成果があったものと評価できるが、この制度は、高校への就学機会の確保を目標とするとともに、制度導入を契機として、公立・私立高校の切磋琢磨により大阪の教育の質が向上することも重要である。（基本方針２（１）基本的方向①の再掲）


・授業料無償化制度の導入により私立高校への進学割合が増加し、経済的理由を問わない自由な学校選択に寄与していると自己評価しているが、「私立高校の全日制課程の生徒の中退率（指標18）」が国水準まで減少していることからも、評価は妥当である。（基本方針２（１）基本的方向①の再掲）


【基本的方向②について】


　・「株式会社立の通信制高校を認可し、学校選択肢の充実を図った」との自己評価であるが、今後、通信制高校の入学者の割合や中退率を検証することにより、教育の質の向上にどうつながったかを示す必要がある。
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※府民文化部調べ





知事の権限事務





知事の権限事務





「ともに学び、ともに育つ」教育をさらに推進し、支援を必要とする幼児・児童・生徒の増加や多様化に対応した教育環境の整備をすすめます。


・府立知的障がい支援学校については、泉北・泉南地域での新校整備が完了し、残り２地域についても工事に着手し、順調に進捗している。


・一方で、新校開校や乗車時間短縮に対応するため通学バスを増車したものの、乗車時間が60分を超える児童・生徒の割合はやや増加した。


今後の新校開校による通学エリアの変更も踏まえた取組みが必要である。


・将来の児童・生徒数の再推計の結果等を踏まえ、今後の支援学校の教育環境整備のあり方を検討することが必要である。





障がいのある子どもの自立と社会参加の促進に向け、関係機関と連携し、就労をはじめとした支援体制を充実します。


・職業学科を設置する知的障がい高等支援学校を整備するとともに、職場実習企業の開拓など就労支援に取り組んだ結果、府立支援学校高等部卒業


生の就職希望者の就職率はほぼ目標に達した。しかし、知的障がい支援学校高等部卒業生の就職率は伸び悩んでいる。これは、就職希望者自体を


増加させることができなかったためであり、より一層の取組みが必要である。





「個別の教育支援計画」や「個別の指導計画」の活用を促進し、幼・小・中・高の発達段階の連続性を大切にした一人ひとりの教育的ニーズに応じた支援を充実します。


・学校訪問での先進事例の収集及び実践事例報告会での周知などに取り組んだ結果、通常の学級に在籍する障がいのある児童・生徒に対する「個別の教育支援計画」の作成に取り組む学校の割合は向上したが、就学前施設から支援学校小学部への引継ぎ率は低下した。これは、私立幼稚園教員向け研修会の開催など、就学前施設への支援計画作成の働きかけが不足していたためであり、より一層の取組みが必要である。


・また、特別支援学校教諭等免許保有者の退職や新規採用教員の免許保有者が少ないことにより免許保有率が下がっており、支援学校におけるセンター機能の強化の一つとして、教員が特別支援学校教諭二種免許状を取得するための認定講習の充実など、より一層の取組みが必要である。





関係部局が連携し、発達障がいのある子どもへの一貫した支援を充実します。


・発達障がい者支援センターにおける相談支援の実施など、地域における支援体制の充実や、通常の学級に在籍する発達障がい等のある児童・生徒への支援を行った。





⑤　私立学校における障がいのある子どもが安心して学べる学校づくりの支援に努めます。


・障がいのある幼児を受け入れている私立幼稚園に対する助成や介助員や学習支援を配置する私立高校への助成など、障がいのある子どもが安心して通える学校づくりへの支援を行った。



































知事の権限事務





○府の点検及び評価結果は、一部不十分な点もあるが、概ね妥当である。





【基本的方向①について】


・新校整備は順調に進んでおり評価できるが、既存の支援学校は依然過密状態にあり、引き続きニーズを踏まえた環境整備が必要である。


・支援学級についても整備は進んでいるが、今後は、障がい種別支援学級の設置など内容を充実させることにより、児童・生徒、保護者にとって、支援学校と支援学級の選択の幅を広げていく必要がある。


【基本的方向②について】　


・「知的障がい支援学校高等部卒業生の就職率（指標21）」について、25年度実績値（26.3%）が目標値（35%）と乖離しており、就職率が伸び悩んでいる原因を分析し、それを踏まえた対応を検討する必要がある。


【基本的方向③について】


・一人ひとりの教育的ニーズに応じた支援の充実については、「小・中学校の通常の学級に在籍する障がいのある児童・生徒に対する『個別の教育支援計画』の作成に取り組む学校の割合（指標23）」を評価指標に設定し、前年度より上昇したと評価しているが、支援計画の作成は学校自ら取り組むことができるものであることから、目標値（100％）を早期に達成すべきであり、25年度実績（75％）は満足できる数値ではない。


・特別支援学校教諭免許保有率の25年度実績（62.7%）が不十分との自己評価は妥当であるが、数字が伸び悩んでいる背景・要因を分析しなければ根本的な解決にならない。また、免許保有率が低い中で、特別支援教育に対する教員の専門性を担保するため、研修などの方策についても考える必要がある。











(%)





(%)
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※府教育委員会調べ


※全国平均については、文部科学省「学校基本調査」等（25年度は速報値）





※府教育委員会調べ


※統計は22年度から実施
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※府教育委員会調べ　　　※調査日は各年5月1日現在


※「府立」には市立八尾支援学校を含む


※いずれの数値も「当該障がい種の免許保有者」と「自立教科等の免許状保有者（当該障がい種）」、


　「他の障がい種の免許状保有者」、「自立教科等の免許状保有者（他障がい種）」を合わせた割合を示す。





※府教育委員会調べ





(年度)





※府教育委員会調べ





小・中・高一貫したキャリア教育を推進するとともに、地域と連携した体験活動や読書活動を充実し、粘り強くチャレンジする力をはぐくむ教育を充実します。


・粘り強くチャレンジする力の育成について、キャリア教育の取組みを進めるとともに、地域と連携した体験活動や公立図書館の子どもの読書活動


担当者会や就学前読書活動フォーラムを新たに実施するなど、子どもの読書環境づくりの促進に取り組んだ。「将来の夢や目標を持っている」児童・


生徒の割合については前年度を下回るなど、取組みの成果が十分に見られないものがある一方で、「ものごとを最後までやりとげたことがある」と


回答した中学校3年生の割合は前年度を上回るなど、成果が上がっているものもある。


また、「読書が好き」な小学校６年生の割合は向上し、全国水準との差も縮小したが、中学校３年生の同割合は前年度を下回り、全国水準との差も


縮小しなかったことから、より一層の取組みが必要である。





歴史や芸術・文化・学術等に関する教育を推進し、郷土への誇りや伝統・文化を尊重する心をはぐくみます。


・近現代史をはじめとした歴史に関する教育については、事業目標に沿って進捗しているものの、文化財等の学校教育での活用において一部で十分な進捗が見られない事業もあり、より一層の取組みが必要である。





民主主義をはじめとした社会のしくみについての教育を推進し、社会の一員として参画し貢献する意識や公共の精神を醸成します。


・「夢や志をはぐくむ教育」（小・中学校）や「志（こころざし）学」（高校）を実施するとともに、民主主義など社会の仕組みに関する授業の実践を府立高校へ周知した。引き続き、29年度の目標達成に向けて取組みを進めていく。





④　社会のルールを守り、違いを認め合い人を思いやる豊かな人間性をはぐくむ人権教育・道徳教育を推進します。


・小・中学校については、市町村教育委員会と連携した人権教育研修や、家庭・地域と連携した道徳教育の推進などに取り組んだ。これらの成果として、「自分には良いところがある」、「人の気持ちがわかる人間になりたい」、「学校のきまりを守っている」と回答した児童・生徒の割合はいずれも向上した。


・また、府立高校においては、人権教育研修など各種会議を開催し、その成果を取りまとめるとともに、各学校で作成した道徳教育の全体計画に基づき道徳教育を推進した。これらの成果として、「高校・高等部での学習を通して『自分を大切にする』気持ちが高まった」と回答した府立学校生の割合及び「高校・高等部での学習を通して『人間関係』の大切さを学んだ」と回答した府立学校生の割合はいずれも向上し、「悩みや心配ごとがあるとき、相談する相手がいない」と回答した府立学校生の割合」も前年度より改善した。引き続き、現在の取組みを進めていく。








⑤　子ども自身の問題解決能力をはぐくむとともに、関係機関との連携や支援チームの活用等により、いじめや不登校等の生徒指導上の課題解決に向けた対応を強化します。


・いじめや暴力行為等、問題行動のレベルにより責任の所在を明確にした対応が行えるよう､「問題行動への対応チャート」を作成し、市町村教育委員会に対し積極的な活用を働きかけた。さらに、学校での早期発見・早期対応を行うため、いじめアンケートの複数回実施や相談窓口の周知徹底を指導した。


・スクールカウンセラーの配置、スクールソーシャルワーカーの派遣や精神科医などによる相談の拡充など、児童・生徒の相談体制を充実させた。





⑥　教員研修の実施など校内の指導体制を強化し、体罰等の防止に取り組みます。


・体罰の防止に向けては、運動部活動指導者への研修（年3回）を行った。また、全ての府立高校において生徒アンケートを２回実施し、体罰の早期発見に努めるとともに、長期休業前の通知等を通じて、相談窓口の周知を図った。





○府の点検及び評価結果は、概ね妥当である。


【基本的方向①について】


　・全中学校区におけるキャリア教育全体指導計画作成率は、29年度目標100％に対し、25年度実績が67％と前年度38.3％から大きく増加していることから、「想定どおり」進捗していると自己評価している。しかし、計画が基本的、基礎的な内容であるならば、直ちに作成率100％にすべきである。


　・府立高校全体で実施している「志（こころざし）学」について、「想定どおり」進捗していると自己評価しているが、各校の取組姿勢に温度差があることから、成果があがっている学校の取組みを全体に波及させ、質の向上を図るとともに、成果を測る方法の検討も進める必要がある。


【基本的方向②について】


　・「府立博物館等の活用」など、進捗が十分でない取組みが見られ、現在の計画では目標達成は難しい。子どもたちの歴史・文化に触れる機会を拡大するためには、小・中学校の新規開拓など利用者増加に向けた取組みが必要である。


【基本的方向⑤について】


　・生徒指導上の課題解決については、評価指標である「暴力行為の発生件数の千人率（指標34）」などの実績値が公表されていないため、取組みの評価を行うことは困難であるが、「いじめの解消率（指標36）」を除いて、24年度の実績値（25年11月公表）を見る限り、この間の取組みが十分に成果を上げたとは言い難い状況である。しかしながら、全中学校にスクールカウンセラーを配置した取組みは評価できるものであり、さらなる活用方法について検討する必要がある。


【基本的方向⑥について】


　・目標は設定されていないが、体罰は「ゼロ」が基本であり、この目標に向けて継続して取組みを進めるとともに、生起した事象については、一罰百戒として厳罰で対処する必要がある。








○補足意見


【基本的方向①について】


　・キャリア教育を評価するためには、キャリア教育が子どもの人格形成にどのような効果を及ぼしているのかを検証する必要がある。その際、高校生や大学生に対する満足度調査を実施し、子どもたちにキャリア教育がどう受け止められ、改善点がどこにあるのかを分析すべきである。（基本方針２（１）基本的方向③の再掲）


・「子どもの発達段階に応じた読書環境の充実」に向け、ボランティアを活用している学校の割合を小中学校ともに100％にするという目標を掲げているが、学校によって取組姿勢に温度差がある。


【基本的方向④について】


　・「こころの再生」府民運動については、認知度が伸び悩んでいるが、子どもが学校だけでなく、企業や地域とも連携して行動する良い取組みである。認知度の向上に継続して取り組んでもらいたい。


【基本的方向⑤について】


・スクールカウンセラーの配置は、学校にとっては非常にありがたい仕組みである。若い教員が多くなっているなかで、相談の時に、保護者や生徒とともに担当教員を同席させ、そこで学んだことを職員会議や研修で拡げていく取組みを進めてもらいたい。


【基本的方向⑥について】


・体罰は絶対にいけないことなので、研修は徹底してやっていかなければならない。部活動は大事な教育活動であることから、どのように人を育てるのかという視点で取り組んでもらいたい。
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H23　　府調査(政令市を除く府域41市町村での悉皆調査)
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H24・H25　　中学生「学校の規則を守っている」





※文部科学省


「児童生徒の問題行動等生徒指導上の諸問題に関する調査」
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「児童生徒の問題行動等生徒指導上の諸問題に関する調査」
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※文部科学省


「児童生徒の問題行動等生徒指導上の諸問題に関する調査」
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PDCAサイクルに基づく学校における体育活動の活性化や、地域・家庭におけるスポーツ活動に親しむ機会の充実により、児童・生徒の運動習慣をはぐくみます。


・各市町村に対して、小・中学校での「体力づくり推進計画」の策定を促した結果、体育の授業以外で継続的に体力向上の取組みを行う小学校の割合が昨年度より上昇したが、体力テストの総合評価下位ランクの児童の割合については大きな改善が見られず、より一層の取組みが必要である。





学校における食に関する指導や学校保健活動等を充実するとともに、地域や家庭と連携して子どもの生活習慣の定着を通した健康づくりをすすめます。


・学校における保健活動の充実については、市町村教育委員会、学校、保護者に働きかけた結果、保護者を委員とする学校保健委員会の設置割合が上昇した。


・食に関する指導の推進体制の整備については、市町村教育委員会に働きかけた結果、推進体制を整備した小・中学校の割合は増加した一方、「毎日朝食をとる」児童・生徒の割合については、中学３年生においては全国水準との差が縮小したものの、小学６年生では全国水準との差がわずかではあるが拡大した。


・中学校給食については、中学校給導入実施計画書に基づいた整備が進んだ結果、給食実施率が上がった。











○府の点検及び評価結果は、概ね妥当である。





【基本的方向①について】　


・「体育授業以外で継続的に体力向上の取組みを行う小学校の割合（指標37）」は上昇しているものの、「体力テストの5段階総合評価で下位ランクの児童の割合（指標38）」の改善が見られないとの自己評価であるが、なぜ運動する子どもが増加しているにもかかわらず体力テストの結果が好転しないのか、その原因を分析し、さらなる取組みにつなげていく必要がある。


・地域・家庭におけるスポーツ活動に親しむ機会の充実に向けた具体的な取組み（例えば「運動習慣の確立支援（ツール開発）」）の進捗や、それがどのように社会総がかりでの子どもの体力向上につながっていくかという点についても、自己評価すべきである。





○補足意見


【基本的方向①について】


　・社会総がかりで大阪の教育力を向上していくという大きな目的のためには、地域、家庭にどう働きかけていくかという視点が重要であり、明確なビジョンを示すとともに、地域や家庭において興味を持って継続的に取り組んでもらえる運動ツールなどの提案が必要である。


　・「運動習慣の確立支援（ツール開発）」において、ダンス体操を検討しているが、体力のない子どもたちも取り組むことができる運動の検討も必要である。


・市町村教育委員会が行っている体力づくりに関する優れた取組みを府がしっかりと把握し、それを全体で共有していくべきである。








◆指標38　体力テストの５段階総合評価で下位ランク


（D・E）の児童の割合
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※府教育委員会調べ
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22・24年　　国調査(政令市を含む抽出調査)


23年 　　　 府調査


(政令市を除く府域41市町村での悉皆調査) 


25・26年 　 国調査(政令市を含む悉皆調査）








知事の権限事務





知事の権限事務





採用選考方法等を工夫・改善し、熱意ある優秀な教員を最大限確保します。また、教職経験の少ない教員について研修や人事異動等を通じて資質・能力の向上を図るとともに、教員等の人権感覚の育成に努めます。


・熱意ある優秀な教員の確保に向け、採用選考方法の工夫・改善に取り組み、2,291名の合格者を決定した。しかし、依然として必要な教諭・講師を現場に配置できないケースが残っている。


・教職経験の少ない教員については、府立学校では校種間・課程間の異動及び人事交流の促進を図り、小・中学校では市町村教育委員会との密接な連携のもと計画的な人事異動に取り組んだが、実績は伸び悩んでおり、より一層の取組みが必要である。





ミドルリーダー育成の取組みにより、次世代の管理職養成をすすめます。


・府立学校及び小・中学校の教諭に対し、将来の管理職として必要な資質や能力の向上を図るための研修を実施し、管理職を養成した。


また、首席・指導主事への若手教員の任用についても拡充を図った。





がんばった教員の実績や発揮された能力が適正に評価される評価・育成システムの実施等により、教員のやる気と能力の向上を図ります。


・府立学校において生徒指導や学習指導の充実を図った結果、保護者による学校教育自己診断における府立学校教員の指導等に関する肯定的意見


の比率は上昇している。


さらに、教職員向け同診断における教育活動の改善に関する肯定的意見の比率も、校長との学校経営計画策定面談を通して、学校の課題やミッションを明確にしながら教職員に指導・助言した結果、上昇している。


・25年度から生徒又は保護者の授業アンケートを踏まえた教員評価を新たに実施し、評価結果の分布については、上位評価者の割合は減少、下位


　評価者の割合は増加した。





④　指導が不適切な教員に対し厳正な対応を行います。


・授業アンケートの結果等を活用し、課題の的確な把握に努めるとともに、教員評価支援チームの派遣回数を前年度より増やし、チームが授業観察を通して教員の課題を明らかにし、その改善に向けた指導・助言を行った。指導が不適切な教員については、府立学校教員６名と市立学校教員１名に対する指導改善研修の結果、改善が見込まれなかった府立学校教員１名が自主退職、４名が学校現場へ復帰した。


・ただ、指導が不適切な教員の改善に向けた研修体制については、多様な分野の専門家で構成するチームを編成し、より実効性のある指導・改善研


修ができるよう検討をすすめる必要がある。








知事の権限事務





⑤　私立学校における教員の資質向上に向けた取組みを支援します。


・府教育委員会の研修の取組みについての情報提供を行うとともに、講師として私学団体における研修会に参加するなど、私学団体における研修事業を支援した。また、公私間の人事交流の継続実施に向けて公私で協議を行うとともに、進路指導の担当者を対象とした、就職差別の未然防止のための説明会を開催した。








○府の点検及び評価結果は、概ね妥当である。





【基本的方向①について】　


　・優秀な教員の確保については、近隣府県と比較して志願倍率が低いことを考えると、給与水準をはじめ、大阪で教員をやりたいという人が一人でも多く集まるような環境整備を進める必要がある。


・教職経験の少ない教員への研修について、「中期的展望を見据えた初任者研修の実施」では、研修の回数や種類が用意されており、事業は確実に進捗している。しかし、研修内容が時代の変化による学校へのニーズに十分に対応したものとなっているとは言い切れない。


・初任者への研修については、教育センターが実施する集合研修が今の研修内容や回数のままであるならば、各学校におけるOJTが必要である。教員に求められる資質や能力が非常に多岐にわたるなかで、教職経験の少ない教員にとって、先輩教員の体験を聞くなど、自校での校内研修が重要である。各学校で研修が十分に実施されるよう支援すべきである。


・「経験の浅い教員の校種間・課程間の異動者数の比率（指標45）」については、定量的な目標値の達成とともに、異動により、教員がいかにこれ


までの校種とは違う新たな視点を持ち、その効果を子どもに還元していくことができるかという観点で効果測定をする必要がある。


【基本的方向③について】


　・「保護者向け学校教育自己診断における府立学校教員の指導等に関する項目における肯定的な意見の比率（指標43）」及び「教職員向け学校教育自己診断における府立高校の教育活動の改善に関する項目における肯定的な意見の比率（指標44）」については、目標値が24年度実績値を下回っており、上方修正を図る必要がある。





○補足意見


【基本的方向①について】


　・正規教員だけではなく、非正規教員の資質向上を図るための取組みも必要である。


【基本的方向③について】


　・教員自身が、生徒・保護者の授業アンケート結果を授業改善に生かしていくためには、授業アンケートの回収率を高めることと、オープンスクー


ル（授業参観）等の機会を増やしていくことが望ましい。


・授業アンケートを実施することによって、教員の授業力の向上につながり、それが子どもの学力向上につながるということが主たる目的である点を見失わずに、評価・育成システムを運用していくことが大事である。
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知事の権限事務
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知事の権限事務





知事の権限事務





校長マネジメントを強化し、学校の特性や生徒の課題に応じた学校経営を推進します。


・全府立学校において、校長・准校長が作成した学校経営計画に基づいた学校運営を行うとともに、学校協議会からの意見や、児童生徒・保護者向け学校教育自己診断の結果を踏まえた学校評価を行った。校長マネジメントの強化により、学校経営計画中の年度重点目標の実現度は目標に近づいている。


・府立学校及び市町村立小中学校の校長の公募にあたっては、優秀な人材を幅広く確保するため、校長公募の広報活動を積極的に展開した結果、府立学校及び市町村立小中学校とも昨年度並みの応募者を確保することができ、府立学校では外部人材として８名の合格者を選出した。


なお、今後の選考において、資質を厳しく見極めるよう面接方法等を改善する。また、外部人材については、任用前３ヶ月研修の充実及び４月任用以降において校長を支援・指導していく体制の充実が必要である。





保護者等への情報発信を充実するとともに、地域や保護者のニーズを十分に反映した開かれた学校づくりをすすめます。


・全府立学校への訪問や調査により、学校協議会を活用した学校運営の改善事例や、学校教育活動の公表について工夫し成果を上げている事例を集約し、府立学校経営研究発表大会等を通じてそれらの成果を共有した。その結果、学校教育自己診断における学校の情報提供に関連する診断項目の肯定値については目標を達成し、学校行事等への保護者の参加に関連する当該値も伸びたものの、増加幅が不十分である。また、府立高校の学校情報の公表については、個別に学校に指導することで、学校協議会について公表した学校の割合は増加したものの、学校教育自己診断について公表した学校の割合は減少しており、より一層の取組みが必要である。





ICTを活用した校務の効率化等を推進します。


・ICTネットワークの統合化事業の全府立学校への展開が完了し、全教職員がメール・インターネット・総務サービスシステム（SSC）を利用する環境が整った。教員による個人情報が入ったＵＳＢメモリーの紛失が発生しているが、本統合化事業が提供するサービスを活用した情報管理と再発防止の徹底が必要である。


・また、ＩＣＴを活用した授業を導入するためには、回線の増強などさらなるネットワーク環境の向上も課題である。





④　私立学校における開かれた学校づくりに向けた取組みが、さらに進むよう支援します。


・情報未公表の場合は、私立高校に対する経常費補助金の配分において減額要素としており、各私立学校での情報の公表が進んだ。








○府の点検及び評価結果は、概ね妥当である。





【基本的方向①について】　


　・自己評価において、「学校教育自己診断の結果を踏まえた学校評価を行った」と記載されているが、今は、「実施したか」「公表したか」から、「実施したことにより学校改善に生かされたか」の段階に来ており、数値のみで評価するのではなく、定性的な評価も必要である。


　・公募校長の採用について、計画的な任用が行われており、引き続き、民間での経験を学校現場に拡げていくため、民間人校長を安定して採用していく必要がある。


【基本的方向②について】


　・「府立高校における学校情報の公表状況（指標49）」について、学校教育自己診断の公表実績が前年度より低下しており、過去に公表実績が大きく上昇した年度について、その要因を分析し今後の対策に生かす必要がある。（基本方針２（１）基本的方向②の一部再掲）


・学校教育自己診断などの学校情報の公表は、安定した更新頻度とともに、公表率100%が当然に期待されているものであり、教育委員会として、最低限これだけは掲載しなさいという項目を学校に提示し、早期の達成に向けて取り組む必要がある。（基本方針２（１）基本的方向②の再掲）


・学校情報の公表については、公表状況という数値だけでなく、学校改善にどう生かされたのかという視点が重要であり、自己評価に記載されているように改善事例を各学校で共有し、自校の改善に生かす取組みを進めていく必要がある。（基本方針２（１）基本的方向②の一部再掲）


【基本的方向④について】


　・学校教育自己診断については、実施・公開という段階は終わり、いかに学校改善に生かされるかという段階に来ており、私立学校においても公表率100%を早期に達成する必要がある。（基本方針２（１）基本的方向②の再掲）





○補足意見


【基本的方向①について】


　・校長のマネジメント強化の観点から、校内人事における校長の権限を最大限拡大する必要がある。


　・「診断支援チーム」「育成支援チーム」による学校支援が学校改善にどのように生かされているのかを定性的に把握し、進捗状況の判断根拠とすべきである。








知事の権限事務
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※府教育委員会調べ





※府教育委員会調べ





※府民文化部調べ





知事の権限事務





知事の権限事務





知事の権限事務





耐震改修、老朽化対策など、府立学校の計画的な施設整備を推進します。


・府立学校の計画的な施設整備については、耐震大規模改修工事及び非構造部材の耐震化を実施し、地震発生時における生徒・教職員の安全確保を進めたが、非構造部材の耐震化（照明器具等落下防止対策）についてはより一層の取組みが必要である。また、特別教室への空調設備の設置やトイレ設備の改修を実施し、良好な学習環境の整備を進めた。


・府立学校の老朽化対策については、25年度に施設整備計画の策定を目標としていたが、老朽度調査の実施にとどまったため、26年上半期には計画を策定する必要がある。





学校の危機管理体制を確立するとともに、児童・生徒が災害時に迅速に対応する力を育成します。


・「学校における防災教育の手引き」の改訂や実践的な防災研修など学校の防災力の向上に取り組むとともに、教職員を対象とした防災教育研修を実施し、学校の危機管理体制の確立に努めた。また、自然災害を想定した避難訓練の実施率は全校種とも90%を超えており、着実に進んでいる。





子どもへの交通安全・防犯教育を推進するとともに、地域との連携による子どもの見守り活動等を推進します。


・警察官OB等を地域学校安全指導員として配置するなど、地域ぐるみでの安全体制を整備するとともに、防犯教育や交通安全教育を実施した。





私立学校の耐震化に向けた取組みを促進します。


・耐震化率の目標値（90%以上）の達成に向け、私立学校の耐震化にかかる事業費補助を実施するとともに、25年度から学校別耐震化情報の公表に取り組んだ。





知事の権限事務





○府の点検及び評価結果は、概ね妥当である。





【基本的方向①について】


　・「府立学校の耐震化率（指標51）」について、府立支援学校の耐震化の伸び率が低い。支援学校の子どもたちは、避難に当たり困難が予想されることを勘案すると、早急に耐震化すべきである。


・「府立学校の非構造部材の耐震化の状況（指標52）」について、事業の進捗状況を「十分でない」と自己評価しており、照明器具等の落下による児童・生徒への生命・身体への危険を考えると、早急に落下防止対策に取り組む必要がある。





○補足意見


【基本的方向②について】


　・災害は予期なくやってくるため、「学校における防災教育の手引き」について、各学校がホームページから印刷をし、活用できるようにしておくべきである。


・防災アドバイザーに避難訓練を見てもらう取組みは、とても良い取組みであることから、多くの学校に取り入れてもらいたい。
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知事の権限事務





(年度)





（年度）





※中等教育学校を含む


※各年度、翌年４月１日現在の調査による


※文部科学省「私立学校施設の耐震改修状況調査」による





※各年度、翌年４月１日現在の調査による


※府教育委員会調べ及び文部科学省「公立学校施設の耐震改修状況調査」による





(%)





知事の権限事務





知事の権限事務





知事の権限事務





学校の教育活動を支える取組みへの地域人材の参画を促すとともに、ネットワークづくりをすすめます。


　 ・全中学校区で地域による学校支援活動を実施するとともに、地域人材の参画を得て放課後等の子どもの体験活動等の場づくりを進めたが、保護者や地域の人が学校における教育活動や様々な活動によく参加してくれると回答している学校の割合は、小学校、中学校ともに前年度を下回っており、より一層の取組みが必要である。





多様な親学びの機会の提供を図るとともに、家庭教育に困難を抱え孤立しがちな保護者への支援を促進します。


・前年度を上回る26市町村が大人（保護者）に対する親学習を実施した。


・授業で生徒に対する親学習を実施した学校数は増加したものの、学校に対する周知不足から中学校については伸びが鈍く、より一層の取組みが必要である。　


・また、家庭教育に困難を抱えた保護者への支援として、市町村教育委員会や学校に対し、府内外で実施されている訪問型支援の状況や効果についての情報提供を行い、新たな実施を働きかけるとともに、訪問型支援に関わる人材を対象にスキルアップ研修を実施した。





家庭・地域における子育て・教育力の向上を図るとともに、小学校との連携をすすめるなど、幼児教育の充実を図ります。


・幼児教育の充実については、幼稚園･保育所･小学校の教職員等を対象とした研修会等を実施し、校種間での連携の重要性や幼児教育に関する効果的な取組みの普及を図った。この結果、教育課程の編成に関し、公私立幼稚園と連携している小学校の割合は100％となっている。今後は、幼稚園・保育所と小学校との段差解消のために、どのような連携がさらに効果的であるか検討していく。





共働き世帯の増加や地域のつながりの希薄化に対応し、幼稚園における保育サービスの拡大や、地域の子育て・家庭教育を支援する機能の強化を促進します。（基本方針10の再掲）


・共働き世帯も含めて、長時間でも安心して私立幼稚園に子どもを預けられるよう、保育所並みの11時間開園や休日保育など、私立幼稚園の保育サービスを拡大した。私立幼稚園経常費補助金を通じて、地域の子育て支援事業に取り組む私立幼稚園を支援した。実施園は前年度より増加しており、基本的方向に沿って取組みを着実に進めている。








知事の権限事務





○府の点検及び評価結果は、一部不十分な点もあるが、概ね妥当である。


【基本的方向①について】


　・「学校支援地域本部などの学校支援ボランティアの仕組みにより、保護者や地域の人が学校における教育活動や様々な活動によく参加してくれると回答している学校の割合（指標55）」の目標を倍増としているが、地域とともにある学校づくりが非常に重要であることから目標は100％とすべきであり、実績値を100％にするために、市町村教育委員会に対して指導性を十分に発揮していく必要がある。


【基本的方向②について】


・多様な親学びの機会の提供については、「大人（保護者）に対し親学習の実施状況（指標56　市町村数）」及び「授業で生徒に対する親学習を実施した学校数（指標57）」を評価指標として設定しているが、取組みによる成果を評価するためには、実施回数や内容、参加者延べ人数を記載する必要がある。


【基本的方向③について】


・幼児教育の充実については、「保幼小合同研修を実施している市町村の割合（指標58）」（目標値50%）を評価指標としているが、幼児教育と小学校教育の接続の観点から、合同研修の実施市町村の割合は100%をめざす必要がある。また、評価にあたっては、合同研修の具体的な内容についても記載し検証することが必要である。








○補足意見


【基本的方向①について】


　・指標55について実績が下がっている理由として、時間、人材、コミュニケーション不足や学校側の姿勢など、多くの理由が考えられる。また、学校側がPTAの負担を減らそうとしていると感じる。学校側と保護者（PTA）との意識に温度差があることが課題ではないか。


　・国はコミュニティ・スクールを地域との連携の核にしているが、大阪はコミュニティ・スクールが少ない。府がこれまで行ってきた取組みも踏まえ、その分析が必要である。


・地域とともにある学校づくりが求められるなか、地域が学校活動へ参画するにあたっての具体的な課題や対策を示すなど市町村教育委員会に働きかけることで、学校と地域との連携を進めることが必要である。


【基本的方向②について】


　・訪問型家庭教育支援は今後ますます必要になってくるため、訪問支援に関わる人の育成と同時に、こうした人が報われる支援も同時に行う必要がある。


【基本的方向③について】


　・保幼小連携については、幼稚園・保育所に限定することなく、「認定こども園」も加え、これらの幼児教育施設と小学校との連携・接続を進めていく必要がある。





◆指標57　授業で生徒に対する親学習を実施した学校数の割合





◆指標55　学校支援地域本部などの学校支援ボランティア


　　　　　の仕組みにより、保護者や地域の人が学校にお


　　　　　ける教育活動や様々な活動によく参加してくれ


　　　　　ると回答している学校の割合





22・24年　　国調査(政令市を含む抽出調査)


23年　　 　 府調査


(政令市を除く府域41市町村での悉皆調査) 


25・26年　　国調査(政令市を含む悉皆調査）








※府教育委員会調べ


※調査は23年度から実施
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知事の権限事務





知事の権限事務





知事の権限事務





知事の権限事務





知事の権限事務





①　私立幼稚園


共働き世帯の増加や地域のつながりの希薄化に対応し、保育サービスの拡大や、地域の子育て・家庭教育を支援する機能の強化を促進します。


幼児の障がいが重度・重複化、多様化している状況を踏まえ、障がいのある幼児一人ひとりのニーズに応じたきめ細かな支援の充実を促進します。


・共働き世帯も含めて、長時間でも安心して私立幼稚園に子どもを預けられるよう、保育所並みの11時間開園や休日保育など、私立幼稚園の保育サービスを拡大した。私立幼稚園経常費補助金を通じて、地域の子育て支援事業に取り組む私立幼稚園を支援した。実施園は前年度より増加しており、基本的方向に沿って取組みを着実に進めている。


・私立幼稚園における特別支援教育の充実を図るため、私立幼稚園教諭が受講できる研修機会の拡大や障がいのある幼児を受け入れている私立幼稚園に対する助成を行った。





②　私立小・中学校


義務教育段階において児童・生徒に多様で幅広い学校選択の機会の提供と特色ある教育を行えるよう、私立小・中学校の振興を図ります。


・義務教育段階において、建学の精神に基づく個性的で特色のある教育が実施できるよう、経常費補助金を交付するとともに、公立学校における取組みの情報提供に努めるなど、私立小・中学校の振興を図った。











③  私立高校（基本方針２（３）の再掲）


家庭の経済的事情にかかわらず、自らの希望や能力に応じて自由に学校選択できる機会を提供するため、私立高校生等に対する授業料無償化制度を実施します。あわせて、効果検証を行い、今後の制度検討を行います。


私立高校が、それぞれの建学の精神に基づき、社会の変化や府民の教育ニーズに対応した特色・魅力ある教育を行えるよう、私学教育の振興を図るとともに、公私がより共通の土俵で競い合える環境づくりに努めます。


・私立高校生等の授業料無償化の実施により、制度創設前と比べ私立高校に進学する割合が増加するなど、経済的理由を問わない自由な学校選択に寄与している。また、制度の検証のため、公私の流動化の状況の分析に努めるとともに、私立高校の保護者に対し、学校選択に関する満足度調査を実施した。


・28年度以降の新入生に対する授業料支援については、現行制度の効果検証を行いながら、引き続き、自由な学校選択が可能となるよう、生徒の立場に立ち、制度のあり方を検討する。その際には、経常費助成も含め、私学助成トータルについて検討を行う。


・私立高校の振興を図るために、経常費補助金を交付するとともに、優れた取組みを実践する私立高校２校を支援した。また、株式会社立の通信制高校を認可し、学校選択肢の充実を図った。





④　私立専修学校・各種学校


高校生等の職業観・勤労観を醸成し、キャリア形成の支援ができるよう、高校等と専修学校との連携の促進に努めます。


産業界等のニーズに沿った専門的・実践的な職業教育が提供できるよう、専修学校における産業界等との連携の促進に努めます。


後期中等教育段階において、職業教育など多様な教育が提供できるよう、高等専修学校の振興を図ります。


・高校等と専修学校との連携促進については、「実践的キャリア教育・職業教育」支援事業において、生徒に専修学校で実践的な職業教育を受講させたり、専修学校の専門教員を高等学校に招聘するなどして、専修学校の職業教育を活用し、高校生等のキャリア形成を支援した。


・専修学校における産業界等との連携促進については、企業等が求める人材育成を目的とした教育課程の編成や企業等における現場実習など実践的な職業教育を行い、生徒のニーズに沿って当該教育に関連する企業等への就職につなげる産学接続型教育の普及・拡大に取り組んだ。


・高等専修学校の振興については、高等専修学校生徒に対する授業料無償化制度及び高等専修学校に対する経常費補助事業を実施した。





知事の権限事務





○府の点検及び評価結果は、概ね妥当である。





【基本的方向①について】


・「大阪スマイルチャイルド事業を活用した保育サービス拡大の促進」については、「想定どおり」進捗していると自己評価しているが、目標を既に達成されていることから「想定を上回る」と評価できる。今後は、保育サービス拡大を求める府民のニーズを踏まえ、目標の見直しを検討する必要がある。





【基本的方向③について】


・授業料無償化制度については、制度導入前と比べると、「昼間の高校への進学率（指標７）」が上昇しており、導入の成果があったものと評価できるが、この制度は、高校への就学機会の確保を目標とするとともに、制度導入を契機として、公立・私立高校の切磋琢磨により大阪の教育の質が向上することも重要である。（基本方針２（１）基本的方向①の再掲）


・授業料無償化制度の導入により私立高校への進学割合が増加し、経済的理由を問わない自由な学校選択に寄与していると自己評価しているが、「私立高校の全日制課程の生徒の中退率（指標18）」が国水準まで減少していることからも、評価は妥当である。（基本方針２（１）基本的方向①の再掲）








知事の権限事務





知事の権限事務
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※府民文化部調べ





（年度）





（年度）





※中等教育学校を含む


※各年度、翌年４月１日現在の調査による


※文部科学省「私立学校施設の耐震改修状況調査」による





(年度)





（年度）
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○府の点検及び評価結果は概ね妥当であると判断したが、以下に全体についての意見を述べる。


①　指標の明確な設定が難しいものもあると考えるが、施策を実施する以上は、府民は何らかの成果を期待しているはずであり、数値による指標設定が難しいのであれば、取組みが成果に結びついている例を示すべきである。そのような普遍的な、あるいは一般化できるような成功事例を府民にきちんと示していくことが次の改善方策にもつながっていくと考える。


　②　自己評価では、不十分（「△」）のところばかりに注目する減点法だけではなく、定性的な事業による実績（成功事例）を自己評価の中に記載し、これを対外的にアピールすることで、広く普及させていくことが重要である。行政の仕事としては、成功事例をいかに普及させ、例外をいかになくすかということであり、そのような視点をこの評価にも入れていかなければならない。


　③　一つひとつの事業についての進捗状況は、数値に基づいて正確に評価されており、根拠もあると思うが、例えば、生徒や保護者の学校に対する満足度を考える場合、教育内容の充実や安全な教育環境の整備など、様々な要素が関係してくる。そのような見方をすると、項目ごとの評価という一つのプロセスは妥当でありながらも、項目同士が関連して他の項目の進捗状況に影響し、全体として、満足度の向上につながったというような分析もすべきではないか。
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